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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成 24 年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.24-1 都 市 圏 交 通 調 査 ・ 分 析 ・ 予 測 手 法 の          

先導的プラットフォームの構築と実装 
熊本大学 准教授 円山琢也 

 
 
スマートフォン上のアプリを使用した交通調査を実用化し、平成24年度秋の熊本都市圏PT調査と連動

して大規模サンプルで実行し、既存調査手法との比較や分析を行い、高度な交通需要予測手法の実用

化を目指す。 

 
１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機、目標等） 
 
道路交通センサス，パーソントリップ(PT)調査といった多額の調査経費の必要とする現行の道路交通計画

(及び総合交通計画)の立案手法は，その経費に見合った価値(Value for Money)が無いのではないかとの指摘

がなされている．一方で，一般市民への急速なスマートフォン（スマホ）の普及が進み，そのスマホ上で動

作するアプリを配布することで，大規模な移動軌跡データをほぼ無料で取得できる時代が到来している． 
そこで，スマホのアプリを利用した新たな交通調査手法への期待が高まっており，世界各地で研究が進め

られている．しかしながら，調査参加者数を増やす方法，参加者の偏りの検討，偏りがある場合の補正法等，

課題が残されている．スマホ型調査の実用化に向けて，実際の調査経験を積み重ねながら，課題の整理と解

決策の探索が求められている． 
以上の背景を踏まえ，本研究は，スマホ上のアプリを使用した安価な交通調査 (以下「スマホ型調査」と

いう) を開発し，熊本都市圏 PT 調査と連動してスマホ型調査を行うとともに，既存の郵送配布・回収型の

調査結果手法との比較・分析を行い，スマホ型調査の可能性と限界を整理する． 
 
２．研究内容（研究の方法・項目等） 
 

平成 24 年度秋の熊本都市圏 PT 調査と同時に，スマホ型交通調査を実施した．アプリについて，iPhone
版と Android 版の両方を準備し，1 万世帯を超える世帯に依頼した試みは，2012 年当時において，世界的に

も先進的な事例といえる．平成 24 年度調査では，謝礼を準備できなかったこともあり，参加者は 97 名にと

どまったが，平成 25 年度は，都心部回遊調査を，スマ

ホ型調査型で 500 円の謝礼を準備して実施し，1,086 名

のサンプルを確保した．また平成 25 年度には，貨物車

プローブ調査をスマホ調査で実施し，7 社 21 名の参加

を得た． 
 

３．研究成果（図表・写真等を活用し分かりやす
く記述） 
 
平成 24 年度のスマホ型調査の参加者を見ると，男性，

30～40 歳，単身世帯，公的サービス業の従事者が多い

ことが分かった．また，スマホ型調査の参加者の平均ト

リップ数は，PT 調査の平均値よりも高く，これは，属

性の偏りを考慮しても高い値であった． 

図 1 スマホ型 
交通調査システム 
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また，PT 調査に参加するか否か，参加する場合に回答方法は，紙面か Web か，さらにスマホ型調査に参

加するかどうかを記述するモデルの構築を試みた． 

また， スマホ型調査結果の特性を活かしたデータ分析として，カーネル密度による移動圏の可視化，滞在

箇所判別について分析を実施した． 
最後に，平成 24～26 年度の 3 年間で実施したスマホ型調査の経験をもとに，他の類似調査の参考となるガ

イドライン案を作成した．スマホ型調査の実査で検討するべき課題は，アプリの設計・開発・公開法，スマ

ホのバッテリー問題，スマホに不慣れな参加者への対応，個人情報保護の考え方，貸与型端末の有効性，ア

プリのバグへの対応，機種依存問題，謝礼の考え方などがある．  

 

４．主な発表論文（研究代表者はゴシック、研究分担者は下線） 
 

Nohara, K., Matsuda, K. and Maruyama, T.: Development of Smartphone-based Travel Survey Method: 
Preliminary results in Kumamoto, Japan, Selected Proceedings of the 13th World Conference on Transport 
Research (WCTR 2013), #3242, 2013. 

Maruyama, T., Mizokami, S., and Hato, E.: A smartphone-based travel survey trial conducted in Kumamoto, Japan: 
an examination of voluntary participants’ attributes, Transportation Research Board 93rd Annual Meeting 
Compendium of Papers, #14-0997, Washington D.C. 2014. 

Asakura, Y. Hato, E. Maruyama, T.: Behavioural Data Collection using Mobile Phones, in Soora Rasouli & Harry 
Timmermans (eds.) Mobile Technologies for Activity-Travel Data Collection and Analysis, Chapter 2, pp. 17-35. 
IGI Global, 2014.6 

Maruyama, T., Sato, Y., Nohara, K., and Imura, S.: Increasing smartphone-based travel survey participants, 
presented at The 10th International Conference on Transport Survey Methods in Leura, Australia, 2014.11. 

Maruyama, T.: Participation choice model for household travel survey methods: Comparison of paper, web, and 
smartphone-based method, Proceedings of the 19th International Conference of Hong Kong Society for 
Transportation Studies, pp.501-508, 2014.12. 

 
５．今後の展望（研究成果の活用や発展性、今後の課題等） 
 
交通調査アプリの技術的改良については，交通手段，目的などの自動入力，スマホ画面上での修正などが

ありうる．ただ，この点については，世界的な研究開発競争も激しく，またライフログ型の商用アプリも多

数開発されている．したがって，これら多様なアプリの収集される軌跡データの解析，参加者の偏りの補正

技術などが交通計画の研究としては重要と考える．例えば，調査参加選択行動モデルは，交通調査の回収率

向上施策の検討にも有効である．全国他都市での適用も検討している． 

また，本研究プロジェクトの終了後にも，研究代表者の研究チームで，同類の調査や，留学生の母国での

類似の調査を計画しており，研究成果の広がりを見せている． 

 

６．道路政策の質の向上への寄与（研究成果の実務への反映見込み等） 
 

道路交通調査 (旧: 道路交通センサス)，PT 調査などの大規模交通調査は，道路政策などの交通政策の検

討のための基礎データである．これらの調査について，費用を抑えながら，精度を向上させるための知見や

留意点を整理できたと考える．紙面調査を Web 型，さらにはスマホ型に変更するのは，世界的な潮流であ

るが，それぞれの調査参加者の属性の偏りなどを統一的に表現する調査参加選択モデルは，今後の多様な媒

体での調査結果の統融合に活用できる．また，調査参加者を増加させるための方策について，謝礼の有効性

などについても知見を整理している．さらに複数回の調査実施経験をもとに，スマホ・アプリ配布型調査の

GPS 型機材貸与型とは異なる留意点について，ガイドラインとして整理している．これは，既に複数の都

市で調査計画の立案に活用されている． 
 
７．ホームページ等（関連ウェブサイト等） 
 

 http://www.cps.kumamoto-u.ac.jp/smart-pt/ 
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第１章 はじめに 
 

 

 

 
1.1 研究の背景 
 
道路交通センサス，パーソントリップ (PT) 調査

といった多額の調査経費の必要とする現行の道路交

通計画 (及び総合交通計画) の立案手法は，その経

費に見合った価値 (Value for Money) が無いのでは

ないかとの指摘がなされている1)．一方で，一般市民

への急速なスマートフォン(スマホ)の普及が進み，

そのスマホ上で動作するアプリを配布することで，

大規模な移動軌跡データをほぼ無料で取得できる時

代が到来している． 
そこで，スマホのアプリを利用した新たな交通調

査手法への期待が高まっており，世界各地で研究が

進められている．しかしながら，調査参加者数を増

やす方法，参加者の偏りの検討，偏りがある場合の

補正法等，課題が残されている．スマホ調査の実用

化に向けて，実際の調査経験を積み重ねながら，課

題の整理と解決策の探索が求められている． 
 
1.2 研究の目的 
 
本委託研究は，スマホ上のアプリを使用した安価

な交通調査 (以下「スマホ調査」という) を開発し，

熊本都市圏 PT 調査と連動してスマホ調査を行うと

ともに，既存の郵送配布・回収型の調査結果手法と

の比較・分析を行い，スマホ調査の可能性と限界を

整理する．  
 
具体的に，次の目標の達成を目指すこととする． 

 
(1) スマホ型交通調査の構築・実装・検証 

スマホ (iPhone, Android 端末)で動作する交通行動

調査アプリを開発し，予備調査などを経て，公開，

実装を行う．平成 24 年度熊本都市圏 PT 調査と連動

し，大規模にスマホ調査を実行する．既存の郵送配

布・回収型の調査手法との比較・分析を行い，スマ

ホ調査の可能性と限界を整理する． 
 

(2) スマホ調査の実施・改良と結果分析 
平成 25 年度の都心部回遊調査と貨物車プローブ

調査をスマホ型で実施し，スマホ調査の特性を活か

した分析を行う．これらの経験を踏まえて，平成 26
年度にも，中規模のサンプル数を対象としてスマホ

調査を実施し，スマホ調査の可能性と限界を整理す

る． 
 
(3)スマホ調査の参加者分布の把握と参加選択モデ

ルの構築と応用 

スマホ調査の参加者属性のデータを用いて，どの

ような対象者がスマホ調査に参加しやすいのかを説

明する選択モデルを構築する．そのモデルを用いて，

スマホ調査の結果を母集団に拡大する方法を検討す

る． 
 
(4)スマホ調査のガイドラインの作成 

平成 24～26年度の 3年間で実施したスマホ調査の

経験をもとに，他の類似調査の参考となるガイドラ

インを作成する． 
 
(5)高度な交通調査・分析・予測分析技術を理解する

専門家の人材育成 

研究代表者が部会長を務める熊本都市圏 PT 調査

の部会などの開催により，行政担当者・地元コンサ

ルタントの，高度な交通調査・分析・予測技術に対

する理解度の向上を目指す． 
 
1.3 報告書の構成 
 
本報告書は以下のように構成される (図 1.3.1)．

第 2 章から第 4 章は，平成 24 年から平成 26 年にか

けて実施したスマホ調査とその分析に，それぞれ対

応している．具体的には，第 2 章で平成 24 年度熊本

都市圏 PT 調査とスマホ調査の分析と調査参加モデ

ル構築が詳述される．第 3 章では，平成 25 年度熊本

都心部スマホ型回遊調査の分析，第 4 章では，平成

26 年度スマホ調査の実施と調査手法による結果の 
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図 1.3.1 本報告書の構成 
 
比較が分析される．これらを踏まえて，第 5 章では，

スマホ調査の実用化に向けたガイドライン案が作成

される．最後に，第 6 章では，本研究の成果のまと

めと今後の課題・展望が述べられる．  
 
本研究プロジェクトの体制は，図 1.3.2で示され

る．平成 24 年度~平成 26 年度の 3 年間に実施される

熊本都市圏 PT 調査と連携しており，図右側に示さ

れる協議会ベースでは，PT 調査に基づく都市圏交通

計画の着実な立案を目指している．一方，本プロジ

ェクトは，その同じ 3 年間の期間で，より先導的な

交通調査，分析，予測手法の実用化検討を行うとい

うものである． 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

第 1 章 はじめに 

第 2 章 平成 24 年度

熊本都市圏 PT 調査と

連携して実施したス

マホ調査の分析 

第 3 章 平成 25
年度熊本都心部ス

マホ型回遊調査の

実施と結果分析 

第4章 平成26年度

スマホ調査の実施と

調査手法による結果

の比較分析 

第 5 章 スマホ調査の実用化に向けた 
ガイドライン案の作成 

第 6 章 研究成果のまとめと今後の課題・展望 

図 1.3.2 本研究プロジェクトの体制図 
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第２章 平成24年度熊本都市圏PT調査と連携して

実施したスマホ調査の分析 
 

 

 

 
2.1 調査概要 

 

本章では，平成24年秋の熊本都市圏パーソントリ

ップ(熊本PT)調査とそれと連携して実施したスマホ

調査について記載する2)．特に調査参加者の分布に

着目し分析する．さらに，スマホ調査の結果を母集

団に拡大する際に有用となりうる調査参加選択モデ

ルを構築する． 
 

(1)   実施スケジュール・調査対象者 

 平成24年度熊本PT調査は，熊本都市圏総合交通計

画協議会のもと熊本県と熊本市が調査主体となって

実施されたものである．対象地域は，熊本市を中心

とする5市6町1村であり，人口約104万人，世帯数約

41万世帯である．このうち，約12万世帯を抽出し，

郵送配布・郵送回収(Web併用型)方式での調査が実施

された．平成24年10月から11月に実査が行われ，調

査は，基本3ロットと予備ロットから構成される． 3
ロットのうち，1ロットは通常のPT調査票のみで，

第2,3ロットと予備ロットにおいて一部世帯にスマ

ホ調査の依頼チラシを同封した．  
PT調査は，熊本市外の熊本県内4市6町1村も対象

としているがが，熊本市のみをスマホ調査の対象と

した．PT調査と連携してスマホ・アプリ配布型の調

査を行うのは日本初の試みであるため，何らか問い

合わせが地元自治体の担当に届いても，行政担当者

が今回の調査の意図等を熟知していることが望まし

いと判断したためである．熊本市の担当者とは，ス

マホ調査も含めてPT調査の意図について勉強会・部

会などを重ねていた． 
スマホ調査への協力を記載した依頼状の同封対象

は，熊本市内居住者に限定し，第 2,3 ロットでは，

20~40 歳台が居住する世帯，5000 ずつの計 1 万世帯

である．また，第 2,3 ロットで，大きな問題が生じ

ないことが確認されたため，予備ロットにおいては，

年齢の制限なしで熊本市内 3,279 世帯に配布した．

(表 2.1.1) 
PT 調査と同時にスマホ調査を行うことは日本初

の試みだった．スマホ調査の協力依頼状が同封され

ることで PT 調査の本体調査に悪影響 (信頼性の低

下，回収率の低下) を及ぶことがないように最大の

注意を払い，依頼状の文面を作成した．それでも悪

影響が生じた場合に，その影響を最小限にするため

に，スマホ調査の依頼状の同封世帯は，約 1 割の 1
万世帯にとどめた．また，年齢層として，スマホの

保持者が多いと考えられる20 ~49歳の世帯構成員が

存在する世帯に限定した． 
通常，この類の調査は，謝礼を支払って実施して

いることが多い．平成 24 年度調査では，スマホ調査

への協力の追加の謝礼は無しとした．これは，対象

者がスマホ所持者に限定されているため，PT 調査全

依頼者間での公平性を確保するための判断である． 
 

(2)  スマホ調査の広報活動・サポート体制 

 今回の調査では，スマホ調査の広報活動として，

1) 熊本日日新聞(2012 年 10 月 9 日社会面)へのアプ

リ開発記事の掲載，2) 同新聞内での簡易広告の掲載

(100 字程度，10 月 16 日)，3) 熊本市 LRT サミットの

広告内および同サミット内での調査参加協力の呼び

かけ等の広報活動を研究グループ主体で行った．そ

の他，掲載された新聞記事の内容が地元ラジオでも

紹介された． 
また，アプリのサポートページを大学のドメイン

に開設し，上記新聞記事へのリンクをはり，プライ

 
表 2.1.1 調査実施日と調査依頼数 

 期間 
(2012 年) 

PT 調査対象世帯数 
(都市圏全体) 

スマホ調査 
対象世帯数 
(熊本市内) 

第 1 ロット 10/9-11 39,500 0 

第 2 ロット 10/16-18 39,500 5,000 

第 3 ロット 10/23-25 39,500 5,000 

予備ロット 11/20-21 4,892 3,279 
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バシー・ポリシーやわかりやすいユーザー・ガイド

の作成などに尽力した． 

スマホ調査の協力依頼状には，調査の実施主体，

趣旨を記載するとともに， 
・スマートフォン調査を PT 調査と同時にかつ，大

規模に行うのは日本初の試みであり，全国的にも

注目されている調査であること． 

・スマートフォン調査への参加の有無にかかわらず，

インターネットまたは郵送で回答する本体調査に

は，必ず回答いただきたいこと． 

・個人情報の保護には万全を期していること 

を強調した． 

 

(3)  開発アプリの概要 

本研究で開発したスマホ調査のシステムの概念を

図 2.1.1 に示す．まず，調査主体は，取得したい情

報を収集可能なアプリを開発し，それを Google Play 
や App Store などのスマホ・アプリのマーケットに

アップロードする．調査対象者は，郵送での依頼等

の方法で，そのアプリのダウンロード法・利用法が

通知され，自分の保持しているスマートフォンやタ

ブレット端末に，アプリをダウンロードし，インス

トールする．調査参加者は，トリップの出発・到着

などを，画面でタップし入力するものである． 
 通常，スマホの契約はデータ通信に関しては料金

定額プランが多い．よってデータ通信料を追加で支

払う必要があるGPS携帯によるPP調査と比べて，低

コストでスマホ調査は実施できる．また，大規模サ

ンプルでの実施が可能であり，コストパフォーマン

スが高い方法となりうる． 
スマートフォンに搭載された位置情報取得機能，

三軸加速度センサー等を利用した Android 端末用ア

プリ，iPhone 端末用アプリを開発した（図 2.1.2）．

iPhone 版のアプリは筆者ら研究チームが開発し，

Android 版のアプリについては，トランスフィールド

社が開発済みであった PP 調査アプリの簡易版を利

用した．両アプリは位置情報の取得間隔方法が異な

り，iPhone 版は 100m 移動する毎に位置情報を更新

する．一方 Android 版のアプリについては, 10 秒毎

に位置情報を更新し，加速度の測位間隔は 5Hz で測

位する．また，Android 版は交通手段も取得できる． 

 

(4)  調査参加者の基礎情報 

 熊本 PT 調査と連携して実施したスマホ調査の調

査対象者は 13,279 世帯であり，調査依頼に対し，デ

ータの取得が確認された調査協力者は約 120 人であ

った．しかし，得られたデータには熊本都市圏以外

のデータや ID が不明のものがあり，ID とデータが

得られたのは 97 人である．今回のスマホ調査では謝

礼も無く，約 1%の参加率を得ることができた． 
 また，スマホ調査の参加者に対して，WEB ベース

のアンケートを実施したところ 57 人の回答を得る

ことができた．（表 2.1.2） 

今回のスマホ調査の依頼では，スマホ調査だけで

なく，紙面・Webによる通常のPT調査への協力も依

頼した．参加者の内訳を表2.1.3に整理した．この結

果，調査依頼書が配布された世帯で，スマホ調査に

 
図 2.1.1 スマホ型交通調査システム 

 

 
図 2.1.2 アプリ画面(左:iPhone 版，右:Android 版)  

 
表 2.1.2 スマホ調査の参加者 

内容 調査結果 

スマホ調査対象者 13,279 世帯 
調査参加者（ID 確認者） 97 人 
アンケート回答者（任意） 57 人 

 

表2.1.3 スマホ調査の参加者内訳 
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参加者のうち60人が紙面・Web調査にも参加してお

り，28人がスマホ調査のみの参加で紙面・Web調査

には不参加であった．この理由の詳細は紙面・Web
調査に参加していないため，十分な情報がなく属性

について分析することができない．ただ，これらの

方々は入力が面倒な紙面・Web調査は参加しないが

スマホ調査なら参加するという人々であり，今後の

スマホ調査の発展性を示しているとも言える． 
次に，新聞の掲載記事や Web 上のスマホ調査に関

する記事を見て，任意で参加した人が 9 人いた．こ

れらの人はスマホ調査の調査依頼書は配布されてお

らず，調査方法を筆者らが作成した調査主体のサポ

ートページのユーザー・ガイドを見て参加したこと

になる．また，第 1 ロットでは調査依頼書自体配布

していないにも関わらず，5 人と他のロットより多

かったのは，新聞記事の影響と考えられる． 
 

(5) スマホ調査専用フリーダイヤルへの問い合わせ 

今回の調査において，問い合わせダイヤルを 2回線

用意した．電話対応は調査依頼が調査対象者に届いた

日から調査終了日までの期間行われた．問い合わせ及

び，その内容を表 2.1.4にまとめる． 

注目すべき点は調査そのものに関するクレーム的

な問い合わせが 0件であったことである．当初，懸念

されたプライバシー保護の問題や調査意図に関する

問い合わせが無かったのは，今回の調査が強制ではな

く，「わかりやすいユーザー・ガイド」や「FAQ」等

を準備したためと思われる．  
 

 
2.2 スマホ調査参加者の基礎分析 

 

(1)  スマホ調査参加者の・職業分布 

スマホ調査参加者の図2.2.1に調査協力者の年齢

分布を示す．特徴的なのは，20~40 代が居住してい

る世帯を中心に調査を依頼しているが，20 代の参加

は少なく，30~40 代の参加が多いことである . 図
2.2.2は，スマホ調査参加者の職業分布と国勢調査と

の比較を示す．調査参加者は，医療・福祉業，公務

関係の職業従事者が多い． 
なお，PT調査本体は，紙面かWebのどちらかで回

答する．全体では，Webでの回答率は9.0%に留まっ

たが，スマホ調査参加は，Webでの回答率が50.9%と

なっている点も特徴である．  
 

(2)  平均トリップ数の比較分析 

 スマホ調査と熊本 PT 調査の平均トリップ数を比

較したものを表 2.2.1 に整理した．スマホ調査参加

者の平均トリップ数は熊本 PT 調査で得られた平均

トリップ数より大きいことがわかる．これはスマホ

調査へ頻繁に移動する人が参加したこと，もしくは，

通常の紙面・WEB の PT 調査では，入力漏れのトリ

ップがスマホ PP 調査に参加することで回答された

ためと考えられる． 
 

(3) 意識調査 

スマホ調査参加者を対象にしたWebアンケート調

査も実施している3)．詳細は割愛するがスマホ調査に

は多くが好印象であり，今後は，紙面ではなくスマ

ホ調査に参加したいと回答している．特にスマホの

所持年数が長い人がその傾向にあった． 
 
 

 
 

 

 

 
 
表 2.2.1 スマホ調査と熊本 PT 調査の平均トリップ数 

  

 

 
表 2.1.4 調査に関する問い合わせ内容 

問い合わせ内容 件数 

調査協力の申し出（熊本 PT 調査非対象者） 3 
インストール方法に関して 3 
スマホ調査に参加すれば，熊本 PP調査に参

加しなくてよいのか 
2 

その他 3 
計 11 

 

図2.2.1 調査協力者の年齢分析 

図2.2.2 調査協力者の職業分析 
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2.3 スマホ型交通調査における参加行動選択モデ

ルの構築4) 

(1)  はじめに 

a) 研究の背景・目的 

個人情報保護の意識の高まりや，調査費用削減を

目的として，PT 調査に代表される大規模交通調査

の手法が，訪問留置回収型から郵送・Web併用型に

変化している．1970年代には80%を超えていた有効

回収率は大幅に低下しており5)，近年では目標回収率

は25%程度に設定されることが多い．これら回収率

の低下によって，サンプルの母集団代表性の低下が

懸念され，また回答方法の変化による調査結果の変

化も予想される．一方，紙やWebに頼らないスマホ

を利用したプローブ・パーソン型調査の導入も試み

られているが，この調査の参加者は，当然ながら偏

った属性を持ち，その結果を母集団に拡大するので

あれば，その方法論の検討が必要である．  
本節では，以上の背景を踏まえ，交通調査におけ

る，1)  参加者の属性の傾向を分析し，2)  調査方

式の選択も含めた調査参加行動を記述するモデルを

構築することを試みる．これらの分析によって，今

後の交通調査の結果の分析時の留意点がまとめられ，

調査結果の偏りを補正する方法論や多様な交通調査

手法のデータを統合する方法論の構築にも貢献でき

ると考える． 
具体的に， 2012年秋の熊本PT調査 (以下，熊本PT) 

のデータを利用する．熊本PTは，2つの特徴がある．

1つ目は，戦略的な広報活動により，郵送配布・郵送

回収 (Web併用) 方式でありながら，38.5% の高い回

収率  (有効回答率では35.1%) を記録したこと．2つ
目は，前述しているようにスマホ調査も同時に試行

したことである6),  7)．スマホ調査については謝礼を

準備できなかったこともあり参加率は約1%と低い

値であったが，謝礼なしでどのような層が参加する

かについての基礎的なデータを得た価値がある．本

研究では，どのような属性の方がPT調査やスマホ調

査に参加していたかを詳細に明らかにする．そして

PT調査への参加/不参加，紙/Webの回答方式の選択，

スマホ調査への参加/不参加の選択行動を記述する

モデルを推定することを目的とする．  

b) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

小嶋・久保田8) は，各種の調査への未回答者に関

する既存研究を整理し，地区交通計画に関する調査

回答の有無に関するロジスティック回帰分析を実施

している．調査内容に関する関心，調査関連組織へ

の関わり，年齢が説明変数として導入されている．

また，調査未回答者に単独世帯が多いことなどを指

摘している．小嶋・久保田9) は，世論調査・選挙の

投票行動などにおける未回答者・棄権者に関する既

存の関連分野の研究を体系的に整理している． 
張ら10) は，自主申告型交通行動調査と呼ぶ，新た

な調査手法を対象に，調査参加の選択行動モデルの

推定例を示している．個人属性のほか，報酬など多

様な説明変数が利用されている． 

山本・森川11) は，買い物頻度選択モデルを構築す

る文脈において，調査参加選択モデルを推定してい

る．単身世帯の調査参加率が低いことなどを明らか

にし，その参加モデルの推定結果を利用した買い物

頻度モデルのWESML推定を行っている． 
本研究は， PT調査で得られた実データにより調

査参加選択行動モデルを構築する．研究の独自性・

新規性として，1)  調査参加選択行動モデルの説明

変数に，居住地の用途地域を加え，居住環境の影響

の考慮を試みている点，2) Webと紙の回答方法選択

を考慮している点，3) スマホ調査への参加行動の説

明を試みている点，が挙げられる． 
 

(2)  熊本PTデータと調査選択行動モデルの構造 

本節では，熊本PTの調査結果のうち，分析に利用

したデータを詳述し，本研究で想定する調査参加選

択行動モデルの構造を示す． 

先述したように熊本PTにおける，スマホ調査の参

加依頼対象は，熊本市内の居住世帯に限定した．合

計で13,279世帯，37,232人がスマホ調査の依頼を受け

たことになり，本研究では，このサンプルを分析対

象とする． 

 この対象世帯は，通常のPT調査に対して，紙また

はWebでの回答が要請され，基本的に世帯全員の記

録を回答する．これに加えて，スマホ調査の意義な

どを説明した追加の依頼状があり，可能である場合

は，紙・Webの通常のPT調査に加えてのスマホ調査

 
図2.3.1 スマホを併用したPT調査への参加選択行動

モデルの構造と参加者数 
  (注) 図中の数値は，2012 年熊本 PT 調査の熊本市の値

 
図2.3.2 熊本PT調査の性別・年齢別参加率分布 

 

Step 1

Step2

Step3
性別、年齢、
世帯人数、

居住地、職業、
回答方法

性別、年齢、
世帯人数、

居住地、職業

性別、年齢、
世帯人数、

居住地



11 

の参加が要請された． 

図2.3.1に，本研究で想定する調査参加選択行動モ

デルの構造と，各Stepにおけるサンプル・サイズの

分布を示す．今回の分析対象者のうち，紙面かWeb
での通常のPT調査に参加したのは3,753世帯，11,438
人である．一方，PT調査とスマホ調査の両方に参加

したのは60人であり，PT調査に参加せずスマホ調査

には参加した人が28人である．自主参加の9人を含め

ると合計で97人がスマホ調査に参加したことになる．

しかし，この97人のうち，実際に個人属性を特定で

きたのは， 50人となった．理由としては，自主参加

の人はそもそも個人属性が得られないこと，PT調査

に参加せずにスマホ調査に参加した人も詳しい個人

属性が分からないこと，PT調査に参加してスマホ調

査に参加した人のID記入漏れ等が挙げられる．今回

の研究では，スマホ調査の参加者としては個人属性

の特定ができた，この50人のデータを利用する． 
図 2.3.1 において， 対象者の行動として，Step1: 

PT 調査に参加するかしないか，Step2: 参加する場合，

回答方法として紙面と Web のどちらを選択するか，

Step3:スマホ調査に参加するかしないかを，想定する．

この各 Step において，まず，調査参加者の個人属性

を基礎分析し，調査参加に影響を与える要因を検討

する．基礎分析の結果を踏まえて，各 Step の行動を

それぞれ二項ロジットモデルで記述することを試み

る．なお今回の分析では，データの特性上， Step
ごとに利用できるデータが異なってくることに注意

が必要である．Step1 では，住民基本台帳から得ら

れる「性別」，「年齢」(5 歳階級別)，「世帯人数」，「居

住地」(熊本 PT の C ゾーン別) のみ利用できる．厳

重な秘匿処理をすることで，調査に参加していない

方の基礎的な属性データも分析対象としている．

Step2 以降では，PT 調査の世帯票から得られる「職

業」が利用できるデータに加わり，Step3 では，PT
本体調査の「回答方法」も検討要因に加える． 

 

(3)  熊本 PT調査参加者の属性傾向 

a) 熊本PT調査参加者の個人属性・世帯属性傾向 

図 2.3.2 に今回の分析対象で PT 調査に参加した

11,438 人の個人データから得られる性別・年齢別の

調査参加率を示す．年齢別に参加率を見ていくと，

60-69 歳が最も高くなっている．一方で，若い世代 

(20-29 歳) の参加率の低さが目立つ．選挙の投票率

と同様に，年齢が高いと調査に参加しやすい傾向に

ある．性別の傾向としては，若い年代では主に女性

の参加率が高くなっており，高齢者になると男性の

参加率が高くなっている． 
図2.3.3に同じく今回の分析対象データから得ら

れる世帯人数別の調査への参加率を示す．世帯人数3
人の世帯の参加率が最も多く，そこを頂点に山型の

傾向のグラフになっている．世帯人数1人つまり一人

暮らしの参加率が最も低い．一人暮らしをしている

人は，日頃から忙しい人が多く，ゆっくりと回答し

ている時間がない等の理由が考えられる．一方で，

世帯人数が増えると代理で回答してくれる人がいる

ので参加率が上昇する傾向にあると推察される． 
b) PT調査参加率と居住地の用途地域の関係 

熊本市の用途地域GISデータを使い，Cゾーンごと

のPT調査参加率と用途地域の関係性を見ていく．用

途地域は，住居，商業，工業など市街地の大枠の土

地利用を定めるもので12種類あるが，熊本市には工

業専用地域以外の11種類が指定されている． 
用途地域は，土地利用の将来のあるべき方向を示

したもので，必ずしも現状の市街地の特徴・性格を

表現するものではない．しかし，今後，日本の他都

市と比較分析をする場合に，居住地の特性を日本全

国統一の基準で把握することが可能な有用な指標の

一つと考えられ，本論文ではこの指標を利用する．  

図2.3.4には，熊本PTのCゾーン別PT調査参加率と

熊本市用途地域図を示す．熊本PTのCゾーンは，熊

 
図2.3.3 熊本PT調査の世帯人数別参加率分布 

図 2.3.4  C ゾーン別 PT 調査参加率と熊本市用途地域図 
(注) 各種住居地域は，それぞれ第 1 種，第 2 種と細分化される

が，それを区別した図化は割愛している．以降の図も同様． 
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本市を128に分割している．一般的な都市と同様に，

都心部に商業地域が定められ，その周辺に住居地域， 

中高層住居専用地域が定めれている．郊外の一戸

建て住宅地には，低層住居専用地域が設定されてお

り，工業団地には，工業地域が設定されている．図

中で，着色されていない白地地域は熊本市における

市街化調整区域に相当する． 

中心部の商業地域・近隣商業地域の調査参加率は

低い傾向にある一方で，郊外の低層住居専用地域の

参加率は高い傾向にある．マンションなどの中高層

住居が多いと想定される住居地域・中高層住居専用

地域や，白地地域の参加率はやや低めの傾向にある．

これらの傾向は，熊本市中央区の拡大図を示した図

2.3.5や，東区の拡大図を示した図2.3.6からも読み

取れる．  
c)  住居形態による参加傾向 

 住居形態が持家の人は，調査対象地域に長く住ん

でいる，もしくは長く住むことになると考えられ，

地域をよりよくするためにPT調査に参加する傾向

にある可能性がある．そこで，住居形態がPT調査参

加に影響を与えるかどうかについて分析を行う．そ

の際，PT調査の参加者のデータを分析するだけでは，

非参加者の居住形態データが不明なため，実際に住

居形態が調査参加に影響しているのかどうかを判断

できない．そのため，全数調査である国勢調査との

比較を行う．熊本PT調査には3つの付帯調査があり，

そのうちの「住まいに関する意識調査」から得られ

た5,341世帯のデータと，平成22年国勢調査における

住居形態の比較を行う．図2.3.7に比較結果を示すが，

国勢調査と比較してPT調査の参加者は持ち家居住

者が多いことが確認できる． 
d)  熊本PT調査参加選択モデルの推定 

PT調査に参加するかどうか (図2.3.1のStep1) の
二項選択ロジットモデルの推定結果を表2.3.1，表

2.3.2に示す． 

前述したように，Step1では，住民基本台帳から得

られるデータのみを利用するため，職業などの属性

は説明変数に導入していない．また，用途地域につ

いては，そのCゾーンにおける各用途地域面積割合

をGISで計算して説明変数とした．なお，これら説

明変数は全て，PT調査に参加する効用関数に導入し

ているため，パラメータ推定値が高いほど，その属

性の参加率が高いことを表現している． 

 
図 2.3.7  PT 調査と国勢調査との居住形態比較(熊本市) 

 

 
図 2.3.5  熊本市中央区 C ゾーン別 PT 調査参加率と用

途地域図 
 
 

図 2.3.6  熊本市東区 C ゾーン別 PT 調査参加率と用途

地域図 
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表2.3.1で年齢の推定値は正であり，図2.3.2の高

年齢層がPT調査に参加しやすい傾向を表現できてい

る．世帯人数の推定値も正であり，図2.3.3の世帯人

数と参加率の傾向の一部を表現している．  

表2.3.2では，説明変数の組み入れ方を変更してい

る．単身世帯の参加率が低いことが表現されている．

一戸建て住宅団地が多いと推察される低層住居専用

地域で参加率が最も高く，パラメータの大小関係か

ら，中高層住居専用地域の参加率は，それよりも低

いことが読み取れる．パラメータの統計的有意性は

示されなかったが，準住居地域・商業地域・準工業

地域のパラメータ推計値は小さく，土地利用用途の

混在した地域での調査参加率が低いことが推察され

る．  
山形12)，山本・森川11) の指摘する通り，性・年齢

等の個人属性だけでなく，世帯属性や，地域特性を

反映した調査結果の拡大法や調査対象者の選定方法

の検討の重要性が示唆される． 
 

(4)  熊本PT調査時の属性別の回答方法選択傾向 

PT調査に参加する場合に，回答方法として，紙で

回答するか，Webで回答するかの選択を分析する．

熊本PTの都市圏全体のデータでは，世帯単位で，有

効回答数のうち9.0%のみがWebで回答されており，

 
図 2.3.8  熊本 PT の年齢別回答方法の割合 

 

 
図 2.3.9    熊本 PT の世帯人数別回答方法の割合と国勢調

査による世帯人数分布 
 

 
図 2.3.10  熊本 PT の紙調査選択率と用途地域図 

 
 

表2.3.1 PT調査参加の二項選択モデル推定結果 (その1) 

 
 

表2.3.2 PT調査参加の二項選択モデル推定結果 (その2) 

 
 

説明変数 推定値 t値
性別(男：1 女：0) -0.099 -4.37 **
年齢 0.011 19.81 **
居住地ダミー(東区） 0.069 2.39 **
世帯人数 0.042 5.27 **
第1，2種低層住居専用地域 0.568 4.70 **
第1，2種中高層住居専用地域 0.191 4.26 **
準住居地域 -0.559 -1.14
近隣商業・商業地域 -0.020 -0.31
準工業・工業地域 -0.021 -0.25
定数項（PT調査参加） -1.344 -28.58
サンプル数 37,232
ρ2 0.120
修正済みρ2 0.119
注) **: 5%有意,  *: 1%有意

説明変数 推定値 t値
男性 39歳以下 -0.329 -9.56 **
女性 39歳以下 -0.239 -6.97 **
男性 50歳以上 0.285 6.53 **
女性 50歳以上 0.258 6.12 **
単身世帯 -0.729 -15.81 **
第1，2種低層住居専用地域 0.403 3.18 **
第1，2種中高層住居専用地域 0.123 2.49 **
第2種住居地域 0.102 1.08
準住居地域 -0.694 -1.40
近隣商業・商業地域 0.053 0.76
準工業・工業地域 -0.085 -0.95
白地地域 -0.168 -3.61 **
東区ダミー 0.054 1.87
定数項（PT調査参加） -0.686 -17.65
サンプル数 37,232
ρ2 0.127
修正済みρ2 0.126

 

注) **: 5%有意,  *: 1%有意
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紙面での回答が基本的に多い．この傾向の細部を検

討する． 

a) 個人・世帯属性・居住地による回答方法の傾向 

図2.3.8には，今回の分析対象者における年齢別の

PT調査の回答方法割合を示す．容易に予想されるよ

うに，若年層から中年層のWeb回答選択率は，高齢

者のWeb回答選択率よりも高い． 

図2.3.9には，世帯人数別回答方法の割合と国勢調

査による世帯人数分布を示す．世帯人数4人のWeb調
査参加割合が最も高くなっている．また，概ね世帯

人数が多い人の方が，Web調査を選択する傾向があ

る．これは，世帯でWebを利用できる人が，世帯の

他の構成員の回答も入力していることが推察される．

図中には，平成22年国勢調査 (熊本市) から得られ

る世帯人数分布も表示している．同調査では，熊本

市の平均世帯人数は2.37人である．前述したように，

単身世帯の調査参加率が低いことが，この図からも

確認できる． 

図2.3.10には，Cゾーン別紙調査選択率と用途地

域図を重ね合わせたものを示す．熊本市は，中央区

と東西南北の各区の計5区から構成されるが，北区，

南区，西区で紙調査の選択率が高い傾向にある．東

区は，新しい住宅地やマンションが多く，比較的若

い世代が居住しており，Web選択率が高い傾向にあ

る．また，白地地域の紙選択率が高い傾向にある． 

b) 職業による回答方法の傾向 

前述したように，本章のStep 2の分析からは，PT
本体調査の参加者が分析対象となるため，職業の影

響を考える．図2.3.11 には，回答者の職業別の回答

方法選択率を示す．まず，紙調査の割合が比較的高

い職業は農林漁業，鉱業，運輸業などが挙げられる．

この理由としては，勤務中にあまりWebに接する機

会が少ないため，紙調査を選択している傾向が指摘

できる．一方で，Web調査の割合が高い職業を見て

みると，情報通信業，学術研究・専門・技術，公務

などが挙げられる．これらの職業では，勤務中にWeb
に接する機会が多いため， Web調査の選択割合が高

くなっている可能性が指摘できる． 

なお，参考までに，平成22年度の国勢調査の職業

分布と今回の調査対象者の参加者の職業分布の比較

図を図2.3.12 に示す．農林業，製造業，公務，医療・

福祉業の職業従事者が，調査に協力的であることが

読み取れる． 
なお，職業の回答項目には，主婦・主夫，学生，

その他（職業なし），無職などの回答項目もあったが，

本項では職業の影響を調べるため有職者に限定した．

また，単身世帯に関しても若年層と高齢者層で区別

した集計も可能であり，今後分析を進めたい． 
c) 回答方法選択モデルの推定 

上述の基礎集計をもとに，調査参加する場合の回

答方法の選択モデルを推定する．紙調査かWeb調査

かの選択の二項選択ロジットモデルの推定結果を表

2.3.3に示す．説明変数は，すべて紙調査選択の効用

関数に導入しているため，パラメータの推定値が大

きいほど，紙調査を選択するという傾向を表現して

いる． 

 女性であること，高年齢であること，また白地地

 
 

図2.3.11  熊本PTの職業別の回答方法選択率 
 

 
 

図2.3.12  熊本PT参加者の職業別分布と国勢調査の比較 
 

表2.3.3 PT調査参加時の回答方法の選択モデル推定結果 

 

説明変数 推定値 t値
性別(男：1, 女:0) -0.070 -2.78 **
年齢 0.021 32.76 **
世帯人数 -0.066 -6.38 **
職業ダミー(情報通信) -0.862 -10.52 **
居住地ダミー(西区） 0.190 4.56 **
白地地域 0.491 8.66 **
定数項（紙調査選択） 1.487 28.83 **
サンプル数 71,039
ρ2 0.543
修正済みρ2 0.543
注) **: 5%有意,  *: 1%有意

(回答方法選択割合) 
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域に居住していることが，紙調査を選択する要因で

あることが表現されている．情報通信業の従事者は

Web選択の傾向があることが示されている． 

 
(5)  スマホ調査参加者の属性傾向 

a) 基礎集計 
スマホ調査の参加者の属性については，2.2や既

報 7), 13) でも紹介しているが，属性別参加率の視点

で詳述する．PP 調査参加者 97 人のうち，個人が特

定できた 50 人の個人データによって得られる，性

別年齢別の調査への参加率を図 2.3.13 に示す． 

 年齢別の参加率を見ていくと，30-39 歳が最も高

く，次に高いのが 40-49 歳という結果になった．一

方で，スマートフォンを日頃から使用していそうな

世代 (20-29 歳) の参加率が予想外に低い． 
 世帯人数別の参加率を図 2.3.14 に示すが，単身

世帯の参加率が高くなっていることが読み取れる．

単身世帯は，図 2.3.3 に示した PT 調査の本体調査

への参加率は低いが，スマホ調査への参加率は比較

的高く，この層へのスマホ調査の有効性が示唆され

る． 
 スマホ調査の参加者の職業分布は，既存研究 7),13)

でも示しているが，ここでは，図 2.3.15 に参加率の

分布を示す．限られたサンプル・サイズの結果であ

るが，電気・ガス等のエネルギー関係の職業従事者

の参加率が高い． 

b) スマホ調査参加選択モデル 

スマホ調査に参加する，参加しないの二項選択ロ

ジットモデルの推定結果を表2.3.4，表2.3.5に示す．

スマホ調査不参加のサンプルが圧倒的なため，修正

済みρ2の値は高い値を示している．表2.3.5のモデ

ルは，説明変数にPT本体調査の回答方法ダミーを導

入している．PT調査でWeb回答を選択した人ほど，

スマホ調査に参加しやすい傾向が表現されている．  
 
(6)  調査費用削減シミュレーションの例 

本稿で構築した調査参加選択モデルを利用して，

調査費用を削減することを目指した仮想的な政策シ

ミュレーションの例を以下に示す． 

郵送配布・郵送回収の方式では，郵送費・資料印

刷代が必要となるが，Web方式では，それらは不要

である．今回のStep1とStep2のモデルを用いて，PT
調査の対象者のうち，Webで回答することが期待で

きる層には，Webのみで回答を依頼する新たな調査

表2.3.4 スマホ調査参加選択モデル推定結果 (その1) 

 
 

表2.3.5 スマホ調査参加選択モデル推定結果 (その2) 

 

説明変数 推定値 t値
性別(男：1 女：0) 0.499 1.73
年齢 -0.005 -0.63
世帯人数 -0.663 -5.28 **
職業ダミー (電気・ガス・熱供給・水道業) 1.511 2.05 *
居住地ダミー(中央区） 0.569 1.94 *
定数項（PP調査参加） -3.612 -6.83
サンプル数 10,104
ρ2 0.958
修正済みρ2 0.957
注) **: 5%有意,  *: 1%有意

説明変数 推定値 t値
性別(男：1 女：0) 0.392 1.35
年齢 0.001 0.10
世帯人数 -0.592 -4.88 **
職業ダミー (電気・ガス・熱供給・水道業) 1.720 2.28 **
居住地ダミー(中央区） 0.536 1.81
PT調査回答方法ダミー（web） 1.916 6.56 **
定数項（PP調査参加） -4.516 -7.90
サンプル数 10104
決定係数 0.961
修正済み決定係数 0.960
注) **: 5%有意,  *: 1%有意

 図2.3.14  世帯人数別のスマホ調査参加率 

 

図2.3.13  性別・年齢別のスマホ調査参加率 

    図2.3.15  職業別のスマホ調査参加率 
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方式の効果をシミュレーションしよう． 

仮想的な設定として， 郵送配布・郵送回答方式の

調査における1世帯当たりの調査費用 (郵送費+返送

費+調査票印刷代) を500円と仮定する．一方，Web
のみで回答を受け付ける場合の調査費用を1世帯当

たり200円と仮定する．つまり，300円の費用削減が

可能と仮定する． 
今回のモデル推定に利用したサンプルに対して，

以下の3シナリオで，Web回答のみを依頼する: a) 
Web選択確率 20%以上，b) 15%以上，c) 13%以上．

それぞれモデルからは，a) 15人，b) 242人，c) 397人
がWeb回答すると推計され，a) 15×300=4,500円, b) 
242×300=72,600円, c) 397×300=119,100円の費用削減

が見込める．今回のサンプルは，熊本PT調査全体の

1/10程度を対象としているので，実際には，この10
倍程度の費用削減が見込める．一方，回答率でみる

と a) 21.0%, b) 17.0%, c) 16.1% と推計された．調査

費用削減効果と回答率の高さにトレード・オフの関

係があることが表現されている． 
以上，本章で示したシミュレーションは，仮想的

なものではあるが，対象者の属性に応じた調査手法

の設定可能性，及びそれによる調査費用の削減効果

の分析枠組みの一つを提示できたと言える．  

 

(7)  本節のまとめ 

 本研究では，2012 年熊本 PT 調査，スマホ調査の

参加者の属性データ等を用いて，調査参加に影響を

与える要素を明らかにし，調査参加選択行動モデル

を構築した． 
 本研究の成果を以下に示す． 
a) 熊本都市圏 PT 調査とスマホ調査への参加選択行

動には，性・年齢・世帯人数，居住地の用途地域

等が影響していることを示した． 
b) 個人・世帯属性に加えて，居住地の用途地域も説

明変数に加えた PT 調査参加・回答方法・スマホ

調査参加選択モデルを構築した．  
c)  構築した調査参加選択行動モデルを用いて，対

象者の属性に応じた調査手法の設定による調査費

用の削減効果の仮想シミュレーション例を示した．  
今後の課題について以下に示す． 

a)  PT 調査，スマホ調査における参加選択行動モデ

ルの精度の向上 が求められる．別報告14) では，

調査参加率と選挙の投票率が関係していることを

示されており，それを活かした改良がありうる． 
b)  本研究では，調査参加選択の意思決定は個人単

位で分析したが，現実には世帯単位で意思決定が

されたともみなせる．従って，グループ型選択行

動モデルの適用も検討の価値がある． 
c)  属性別の調査参加予測率に基づく，調査依頼

数・依頼方式の決定法の検討．例えば，若者には

スマホ型，主婦層にはモニター型，高齢者には訪

問型など，属性に応じ調査方法を変化させる手法

の検討が挙げられる． 
d)  Web 調査，スマホ調査の参加者の偏り，回答の

偏りを補正する方法論の開発．関連して伊藤・羽

藤15),16)は，PT 調査と PP 調査のデータを融合した

分析方法論を提示している．これらの応用も検討

したい． 
 
2.4 本章の成果のまとめ 

 

本章では，平成 24 年度熊本都市圏 PT 調査とそれ

と連携して実施したスマホ調査の結果について，調

査参加者に着目した分析結果を述べた． 
平成 24 年 10 月〜11 月の熊本都市圏 PT 調査の本

体調査と同時に，13,297 世帯にスマホ型交通調査の

参加を依頼し，97 名の参加を得た．当初，謝礼の支

払いを検討したが，スマホ調査への参加有無で，PT
調査への謝礼の有無が発生するのは，公平性の点で

問題があるとの総合的な行政判断で，謝礼なしでの

協力を依頼した．謝礼なしでも協力が得られる，年

齢層，職業，常住地についての基礎的なデータを得

ている．既存のスマホ調査が謝礼を支払うことが多

いところ，「謝礼バイアス」が無いデータを把握でき

た点に，平成 24 年度の調査結果は一定の意義がある． 
PT 調査と連携して大規模な対象者に参加を依頼し

た日本初のスマホ調査といえる． 
謝礼なしでも参加した人の属性は，30~40 代で，

単身世帯で，医療・福祉業，公務関係の職業従事者

が多い．スマホ調査参加者は，PT 本体調査には，紙

ではなく Web で回答した人が多い．スマホ調査参加

者の平均トリップ数は，PT の平均値よりも高く，こ

れは，属性の偏りを補正しても傾向は変わらない． 
また，PT 調査に参加するか否か，参加する場合に，

紙媒体で回答するか，Web で回答するか，さらにス

マホ調査に参加するかどうかを記述するモデルの構

築を試みた．この結果，高齢者が PT 調査に参加す

る傾向であること，単身世帯は不参加傾向であるこ

とが表現できている．また，低層住居専用地域と中

高層住居専用地域に住む人が PT 調査に参加傾向で，

特に低層住居専用地域に住む人の参加率が高いこと，

つまりマンション居住者の調査参加率の低下を間接

的に表現したモデルとなっている．  
調査参加モデルを作成する意義は，スマホ調査参

加者の結果を母集団に拡大する際に利用することで，

サンプルの母集団代表性の向上，行動モデルの

WESML 推定が可能となるなどの展開がある．また，

属性別参加予測率に基づく，調査依頼数・依頼方式

の決定 (例えば，若者=スマホ型, 主婦層=モニター

型, 高齢者=訪問型など) がありうる展開である． 
また，本文では詳しく触れられなかったが，PT 本

体調査不参加でも，スマホ調査に参加したのは 20
歳代が多いことが示されている．これは，スマホ調

査が紙手法での参加率の低い層のデータ収集に有効

となることが示唆される． 
なお，スマホ調査には直接は関していないため本

報告書には示していないが，既存の郵送型調査の回

収率を向上させるための方法として，予備調査票の

配布方法を工夫する方法も示した．その効果を熊本

PT 調査の結果から実証的に提示している17)．
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第３章 平成25年度熊本都心部スマホ型回遊調査

の実施と結果分析 

 

 

 

 
3.1 熊本都心部回遊調査と貨物車プローブ調査の

趣旨 

 

第2章で述べた平成24年度秋の熊本PT本体調査と

連携したスマホ調査は，謝礼を支払えなかったこと

もあり，参加者数は限定された．スマホ調査が実用

的なものになるためには，謝礼の提供の仕方を含め

た参加者数の増加の方策の検討が必要とされる．ま

た，PT本体調査は，都市圏全体の人の動きを把握す

るものであり，都心部の回遊行動や貨物車の移動の

把握は不十分であり，補完調査が求められていた．

そこで，まず平成25年度秋に熊本都心部の回遊行動

調査をスマホ調査で実施し，その際，謝礼も準備し

て多数のサンプル数を確保することを目標とした．

また同時期に貨物車のプローブ調査もスマホ調査で

実施し，その分析を行っている．本章では，この熊

本都心部回遊調査(くまもとまち歩き調査とも呼ぶ)
の詳細と貨物車プローブ調査の概略を記載する．  
 

3.2 熊本都心部スマホ型回遊調査の概要 

 

2013 年 11 月から 12 月の土・日曜の 6 日間に熊本

市の中心市街地で，スマホ型回遊調査が実施された．

本調査は，歩きやすい歩行環境の整備計画，交通調

査の高度化を検討するための基礎的なデータを収集

することを目的としている．調査の概要として，参

加者は回遊を開始するまでに専用アプリを個人のス

マホにインストールしておき，回遊開始とともにア

プリを起動させることで位置情報を取得し，回遊軌

跡を把握する．その間，参加者は中心市街地を自由

に回遊でき，帰宅前に受付でアンケートを実施した．

本調査では，事前のモニター登録とアプリから，調

査参加者の性別，年齢，就業状況，居住地，移動軌

跡，加速度情報（Android のみ），時刻，端末 OS の

情報を得た．また，アンケート調査からは，来街目

的，来街交通手段，来街場所，同行者数の情報を得

ている．調査参加者の属性分布などについては，既

存調査との比較を行いながら 3.3に示す． 

 

3.3 インタビュー調査とスマホ調査の参加者属性

に着目した比較分析 

 

(1)  はじめに 

a) 研究の背景・目的 

 プローブパーソン調査と呼ばれるGPSやスマート

フォン (スマホ) を利用した交通行動調査の研究や

実務への応用検討が近年盛んに行われている．これ

は，従前の紙面回答型や面接型の交通行動調査にお

いて，1) 調査参加者の記憶に頼るため精度が低い，

2) 詳細な時空間情報・経路情報が把握できないとい

った課題へ対応可能な調査方法である．特に，専用

アプリを調査参加者が所有するスマホに配布するス

マホ・アプリ配布型交通調査は，GPS 機器を貸与す

る場合と異なり，大規模なサンプル・サイズでの調

査実施が期待できる．貸与できる GPS 機器数の制約

が無く，調査費用の削減も見込め，今後の交通調査

手法として有望な手法である． 
 しかしながら，この新たな手法の限界・課題も丁

寧に検討していく必要がある．例えば，スマホ調査

では，バッテリーの消費が激しいという課題があっ

た．ただ，この問題は，端末の技術の進歩により克

服される期待がある．それに対して，本研究は調査

の参加者の母集団代表性に着目する．スマホ・アプ

リ配布型の調査では，調査参加者は，当然スマホの

所有者に限定され，また新たな調査技術への抵抗が

強い層の参加が少なくなる等，サンプルのランダム

性が確保される保証はない．また，スマホ型に限ら

ずプローブパーソン型の調査では，調査参加謝礼が

支払われる例が多い．この謝礼目的で参加する層に

ついても属性等の偏りが心配されるが，その点への

研究蓄積は十分ではない． 



18 

以上の背景・動機をもとに，本研究はスマホ型交

通調査の参加者属性の偏りを精査することを目的と

している．より具体的には，インタビュー型とスマ

ホ型の 2 つの調査手法での実施実績がある熊本都心

部の歩行者回遊調査のデータを利用する．このうち

スマホ調査のみに商品券 500 円の謝礼が準備されて

いる．両調査の調査参加者の性・年齢，同行者等の

属性分布や来街目的・交通手段の差を比較する．ま

た，2 種類の調査データを有効に統合・活用する例

として，都心部における滞在時間モデルの推定例も

示す． 
b) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

スマホ型交通調査の研究事例は，国内外で活発に

報告されている(5.3 参照), ．ただ，現時点ではアプ

リの技術面の検討や限られたサンプル・サイズでの

試行調査に留まることが多い．本研究の主題である

母集団代表性の視点は，スマホ調査を実務に展開し

ていく際に重要であり，本研究はその検討に資する

基礎的な情報を与えることも目的としている． 
なお，熊本都心部スマホ型回遊調査については，速

報的な報告事例18) があるが，基礎的な分析に留まっ

ている．本稿は，同じ対象地域で実施したインタビ

ュー調査の調査参加者の属性分布と詳細に比較して

いる点に新規性がある．また，このインタビュー調

査のデータを利用して，目的地選択モデルと滞在時

間モデルを組み合わせた回遊行動モデルも構築され

ている19),20)．スマホ調査のデータで，より詳細な回

遊行動モデルが今後構築できると考えるが，その際

に，本研究の成果を応用すれば，スマホ調査の属性

分布の偏りを考慮したサンプル拡大などが可能とな

ろう． 
本節の構成を以下に示す．(2)で，熊本都心部で実

施したインタビュー型とスマホ型の回遊調査の概要

を記述し，一般に知られている両調査の特長と課題

を整理する．(3)で，両調査の参加者属性の比較を行

い，スマホ調査の参加者の偏りなどを明らかにする．

(4)では，両調査のデータを統合した滞在時間モデル

の推定事例を示し，(5)で本節の成果をまとめる． 

 
(2)熊本都心部で実施されたインタビュー型回遊調

査とスマホ型回遊調査の概要 

九州新幹線鹿児島ルートの全線開通や政令指定都

市への移行などにより，熊本市を取り巻く環境は大

きく変化すると同時に，都市としてさらなる飛躍が

期待されている．しかし，居住者や商業機能の郊外

化による中心商店街の歩行者交通量や小売販売額の

減少，低・未利用地の増加など，中心市街地の活力

の低下が懸念されている．これらの課題を解決する

ために，熊本市は熊本市中心市街地活性化基本計画

や花畑・桜町地区の再開発事業を検討しており，こ

れまで以上に中心市街地の魅力創造と活力向上に力

を入れている．これらの施策の検討等を目的として，

熊本都心部回遊調査が2011年11月にはインタビュー

型で2013年11月-12月にはスマホ型で実施された(表
3.3.1)．本研究では，この2つの調査を比較する． 
a) 歩行者回遊行動アンケート調査 (インタビュー

調査) 

 この調査は，熊本市中心市街地の来街者の来街目

的，回遊ルート，活動内容等を把握するために実施

されたインタビュー調査調査である．各バス停や電

停，駐車場や駐輪場，および徒歩による主要なコー

ドンライン上の地点などにおいて，来街者が回遊を

終え中心市街地から帰宅する際に，当日の回遊行動

表 3.3.1 熊本都心部回遊調査 (インタビュー調査とスマホ調査) の概要  
正式調査名 歩行者回遊行動アンケート調査 くまもとまち歩き調査 

調査形式 インタビュー型調査 スマホ調査 

調査日 2011年11月13日(日) 2013年11月23日(土)~12月8日(日)の土日 

調査時間 
1:12:00~13:00      2:14:00~15:00     
3:16:00~17:00      4:18:00~19:00     10:00~19:00 

調査地点 中心市街地・熊本城周辺の主要出口など 
26箇所 

駐輪場・駐車場・バス停・電停・藤崎宮駅・交

通センターなど全20地点 

調査項目 

1: 個人属性(性別・年齢・居住地等) 
2: 来街目的 
3. 来街手段 
4: 訪問先(活動・消費行動等) 
5: 回遊ルート 

1: 個人属性(性別・年齢・居住地等) 
2: 主な来街目的，3: 来街手段 4: 同行者 
5: 調査を知ったきっかけ， 
6: .謝礼がない場合の調査への参加意向 など 

謝礼 なし 商品券 500 円分・くまモンボールペン 

得られたサンプル 
休日603サンプル 

(別に平日も561サンプル) 1086サンプル 

 
表 3.3.2 両調査の特長・課題 

 インタビュー調査 スマホ調査 

特

長  

訪問店舗が把握可

能  
移動と滞在の判別

可能  

詳細な回遊経路の時空

間情報が把握可能 
参加者の負担が少ない 

課

題 

詳細な回遊経路の

時空間情報の把握

が困難  

屋内での行動の把握が

困難  
GPS軌跡情報のみを取得

した場合，移動・滞在状

態，回遊行動内容の判別

手法が必要．  
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をヒアリングしている．参加者の個人属性や来街目

的，来街手段のほかに，回遊開始地点から終了地点

間の実際に通った回遊ルート，訪問した店舗・施設

名および，そこでの活動(飲食，買物，娯楽，観光な

ど)と滞在時間，購入品目，消費金額などを質問して

いる．調査地点は熊本城周辺，中心市街地の各駐輪

場・駐車場など主要な出口26地点とした．この調査

で，訪問した店舗名，店舗内での滞在時間が把握で

き，移動と滞在の判別が可能である．しかし記憶を

もとにしているため詳細な行動内容の把握が困難と

いった課題があげられる．  

b) くまもとまち歩き調査 (スマホ調査) 

 この調査は，スマホのGPS機能により得られる位

置情報をもとに調査参加者がまちなかでどのような

行動をしているか把握すること等を目的として実施

された．調査方法としては，回遊を始める来街者を

対象にスマホやタブレット端末にアプリをダウンロ

ードし，インストールしてもらう．アプリが起動す

ると，調査対象者は回遊の出発・到着などを画面で

タップして操作する．調査参加者の性別，年齢，就

業状況，居住地などのデータを収集し，スマホに内

蔵されているGPSや加速度センサーにより移動軌跡

や加速度情報 (Android端末のみ)，時刻などの情報を

得る．また，調査終了時に対象地に4箇所設けた調査

ポートに立ち寄ってもらい，簡単なアンケートを実

施し，来街目的，来街交通手段，来街場所，同行者

数，調査に対する感想などの質問を実施した． 
調査目標サンプルを1,000とし，調査に協力した先

着1,000名を対象に謝礼として粗品（商品券500円
分・くまモンボールペン）を進呈した．さらに，ス

マホの所有率が低いと予想される50歳以上のデータ

を取得するため，タブレット端末を希望者に対して

貸し出して調査への協力を依頼した． 
この調査法の利点としては，位置情報取得機能が

ついているため参加者がどのルートを通って回遊を

おこなったかを詳細に把握することが可能であるこ

とに加え，調査参加者自身はアプリを起動させてお

くだけでいいので負担が少ないということがあげら

れる．なお，スマホ調査のシステム設計には多様な

方法があり，アプリ上で，滞在状態や回遊活動内容

を入力してもらう方式もありうる．ただ，本調査に

おいては，サンプル・サイズを増加させることを優

先し，移動軌跡と加速度情報のみを取得する単純な

アプリとしている．したがって，取得データだけで

は，滞在状態や，活動内容を把握できない．ただ，

今後，加速度情報から，回遊の移動・滞在状態や活

動内容を自動判別する方法も検討している． また，

GPSでは，屋内では位置情報が正確に更新されない

場合もあるため屋内での回遊行動が把握できない可

能性がある点も課題として挙げられる． 
以上より両調査の特長と課題を表3.3.2に整理す

る．  
 

(3)インタビュー型調査とスマホ調査の参加者属性

の比較 

 本章は，歩行者回遊行動アンケート調査（以下，

インタビュー調査）とくまもとまち歩き調査（以下，

スマホ調査）の参加者属性について比較していく．  
なお，今回の両調査では，調査形式が異なる他に，

スマホ調査にのみ謝礼があり，謝礼の有無でも異な

る．調査形式による差と謝礼の有無による差を分離

するためにスマホ調査での次のアンケート項目を利

用する．スマホ調査の参加者に，再度回遊調査を実

施する場合に，謝礼がなかった場合に，(A) 再度ス

マホ調査に参加する，(B) 紙調査に参加する， (C) 
調査に参加しない，の3選択肢を提示し，意向を調査

した．これは，(A) を回答した人は，謝礼がなくて

もスマホ調査に参加する人であり，この人の属性分

布とインタビュー調査の属性分布を比較すると，調

査形式そのものの比較ができる．(C) を回答した人

と比較すると，謝礼に反応する人の比較が可能とな

る． 

 

 

 

 

図 3.3.1 調査参加者の男女分布 

  

図 3.3.2 無謝礼で依頼した場合の性別回答 

  

図 3.3.3 調査参加者の年齢分布 

  

図 3.3.4 スマホ調査参加者に無謝礼で依頼した場合の

年齢別回答 
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a) 調査参加者の基礎属性の比較 

 まず，調査参加者の属性について比較する． 
 図 3.3.1 より，両調査とも参加者の半数以上が女

性であることがわかる．両調査で，男性と女性の比

率にはほとんど差がない．また，謝礼がなかった場

合については図 3.3.2 に示すように紙調査に参加す

ると答えた調査参加者の女性の割合が若干増加して

いる．軌跡情報が取得される調査アプリをインスト

ールすることへ抵抗の男女差が見受けられる．  
 次に，年代別の参加者の割合について図 3.3.3 に

示す．インタビュー調査の参加者の年齢構成は幅広

く全年代にわたっている．それに対してスマホ調査

は 30代までの若い世代が 7割を占めている．これは，

スマホを所有している年代が若い世代に偏っている

ためと考えられる． 
また，図 3.3.4 に示すように無謝礼で依頼した場

合については，(C)参加しないと回答者の割合のほと

んどが 10 代～30 代の若い世代に偏っていることが

わかった．これは，若い世代は謝礼を目的に調査に

参加した人が多いことが考えられる．(A) 再度スマ

ホ調査に参加すると答えた年齢分布は，図 3.3.3 の

インタビュー調査よりも若年層に偏っており，謝礼

効果を分離しても，調査手法による年齢分布の違い

が読み取れる． 
 参加者の同行者別の集計結果を図 3.3.5，図 3.3.6

に示す．同行者別に関しては，インタビュー調査の

参加者のうちの半数以上がひとりで来街しているの

に対して，スマホ調査はひとりで来街しているのは

約 3 割にすぎない．また，家族で来街した人の多く

が，家族の中でスマホを所有している一人が調査に

協力するという傾向がある．友達と来街した参加者

は，友達も含めた全員が調査に参加する傾向がある． 
 謝礼がなかった場合については，(A) スマホ調査

に協力すると答えた参加者の割合に差はほとんど見

られなかったが，(C) 参加しないと答えた参加者の

割合は半数以上が友達と参加している傾向がみられ

た．謝礼があることで友達と誘い合って参加する傾

向にある． 
b) 来街の目的と手段の比較 
調査参加者の来街目的別，来街手段の集計結果を

図3.3.7，図3.3.8に示す．買物目的の来街者は，イ

ンタビュー調査参加者の半数以上，スマホ調査の参

 

 

 

 

 

 

図 3.3.9 年齢‐来街手段 

 

図 3.3.10 来街目的‐来街手段 

 

図 3.3.5 調査参加者の同行者別分布  

図 3.3.6 スマホ調査参加者に無謝礼依頼時の同行者別

回答分布 

図 3.3.7 調査参加者の来街目的別割合 

  

図 3.3.8 調査参加者の来街手段別割合 
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加者の7割以上を占めている．  
来街手段に関して，インタビュー調査では自転車，

徒歩，市電を利用して来街している参加者の割合が

高く，バスで来街している参加者の割合が2％と非常

に低かった．一方，スマホ調査は自動車，自転車，

バスで7割以上を占めている．また，両調査とも熊本

電鉄を利用して来街している参加者も割合は5％未

満と低い．これら来街目的・来街手段の構成比率に

も差があることがわかった．この差の理由として，

両調査で調査地点の分布が同一で無いことも一因で

ある．例えば，インタビュー調査のみでコードンラ

イン通過地点での歩行者来街者向けに調査地点を設

定している． 
参加者の年齢と来街手段，来街目的と来街手段に

関して図 3.3.9，3.3.10 に示す．両調査とも 10 代は

自転車，20～40 代は自動車，60～80 代は徒歩の割合

が高い結果となった． 
 次に，来街目的と来街手段に関しては買物，食事

目的で来街している人の5割程度が自動車もしくは

自転車を利用していることがわかった．公共交通を

利用している人はどの項目においても3割程度とな

っていた． 
 両調査の来街目的と年齢に関して図3.3.11に示す．

来街目的と年齢では，両調査とも娯楽目的で来街し

た半数以上が29歳以下となった．  両調査の同行者

と来街手段に関して図3.3.12に示す．同行者別では

両調査ともひとりで，友達と来街した参加者は自動

車，自転車，バスでの割合が高いのに対し家族で来

街した人は自動車の割合が6割と高い．また，いずれ

の項目においても構成比率は類似している． 
c) 両調査の平均の差の検定 
 両調査の性別，来街目的，来街手段，同行者，居

住地に差がみられるかを検証する．また，スマホ調

査のデータを用いる際に全てのサンプルと謝礼なし

でもスマホ調査に参加すると回答した参加者のサン

プルの2種類に分類して分析をおこなった．今回の研

究では，平均値の差の検定と一元配置分散分析を行

った．結果を表3.3.3，3.3.4に示す．性別に関して

は，P値が0.787と有意性なしとなった．これは，性

別の分布は調査で差がないことがわかる．一方で，

来街目的，来街目的，同行者，居住地ではそれぞれP
値が小さく有意差があるという結果となった．また，

サンプル抽出の分析についても性別では有意性なし

となり，来街目的，来街目的，同行者，居住地では

有意性があるという結果になった． 

 
(4) 滞在時間モデルの推定 

本章では，来街した際の滞在時間を求めるために，

生存関数にワイブル分布を仮定した生存時間モデル

を適用する．  
時点 t においてある個人が店舗にいる確率 S(t)に

以下のワイブル分布を仮定すると， 
       S(t) = exp{−(βt)α}    (1) 

ある時点 t においてある個人が中心市街地から離れ

ている確率 F(t)は次式で表わされる． 
       F(t) = 1 − exp{−(βt)α}     (2) 
また，その確率密度関数は次式で表わされる． 

 

 
 

図 3.3.11 来街目的‐年齢性別 

 

図 3.3.12 同行者‐来街手段 

 

表 3.3.3 性別の差の検定結果 

 
全サンプル サンプル抽出 

t 値 P 値 t 値 P 値 
性別 0.271 0.787 0.087 0.931 

注) サンプル抽出とは，スマホ調査参加者で，謝礼なしでも

スマホ調査に参加する回答した参加者との比較．表-3.3.4 も

同じ． 

 

表 3.3.4 一元配置分散分析の検定結果 

  
全サンプル サンプル抽出 

F 値 P 値 F 値 P 値 

来街目的 

買物 

15.281 0.000 7.523 0.000 
食事 

娯楽 

観光 

来街手段 

自動車 

4.663 0.000 4.781 0.000 

自転車 

徒歩 

バス 

市電 

熊本電鉄 

同行者 

ひとりで 

6.211 0.002 5.976 0.003 友達と 

家族と 

居住地 

市内 

41.613 0.000 44.084 0.000 市外 

熊本県外 
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f(t) = dF(t)
dt

= αβtα−1  ∙  exp{−(βt)α}    (3) 
 ここで，パラメータαはその時間的スケールに対

応した尺度パラメータであり， α > 1のとき，ハザ

ード関数は t の単調増加関数であり，α < 1のとき，

t の単調減少関数となる．一方，パラメータβは分布

の形状を決める形状パラメータであり，この値が大

きいほど早い時間に急激に中心市街地から離れる確

率が高くなることを示す．本研究では，既存研究21),18)

を参考に，上記のパラメータβを以下のように定式化

した． 
β = exp(b0 + b1y1 + b2y2 + ⋯+ bnyn) (4) 

 ここで， y𝑖は出発時間や個人属性などの説明変数

である．表 3.3.5 に両調査データと統合データでの推

定結果を示す．調査の個別データを利用した場合，

年齢と友達ダミーの t 値が低くなっているが，統合

することで t 値は高くなり統計的に有意になっ
ている．性別ダミー，年齢，出発時間の値が負であ

ることから，年齢が若く出発時間が早い女性ほど滞

在時間が長くなる．また，市外ダミーと友達ダミー

の値が正であることから，熊本市外在住で友達と来

街している人ほど都心部で長く滞在することを示し

ている．調査ダミーの推定値は，インタビュー調査

の滞在時間が長いことを意味している．これは，ス

マホ調査は調査ポートに立ち寄った時点で回遊を終

了したとみなしていることによる差を表現している．

図 3.3.13 には実測値と推定値によるモデル理論値を

示している．両者はほぼ同じ形をとっており，良好

なモデルが構築できていることも確認できる．  
 
(5) 結論 

 以下に本節で得られた主な成果をまとめる．  
1) 熊本都心部で実施されたインタビュー型回遊調

査とスマホ型回遊調査の参加者の個人属性や来

街目的，同行者，来街手段を比較しそれぞれの

調査の参加者属性の違いを把握した．  
2) 具体的には，スマホ調査は，若年層の参加が多

くこれは，スマホ調査のみに設定されていた謝

礼の影響が多き．また，謝礼効果を分離しても

スマホ調査は若年層が多い．また，スマホ調査

は，友達と同行した場合の参加者が多い．新た

な調査手法であるので，友人と相談しながら参

加する傾向が伺える． 
3) インタビュー調査とスマホ調査で得られたデー

タを統合することによって来街者のまちなかで

の滞在時間を良好に表現できるモデルを構築で

きた．  
今後の課題として，以下がある． 
1)   インタビュー調査の参加者分布も，来街者の母

集団の分布とは異なっている可能性はあり，そ

の点を考慮すること． 
2) 謝礼の影響を分離するために，本研究ではスマ

ホ調査の参加者への謝礼がない場合の調査参加

意向調査を利用した．この調査も，仮想状況下

での意向調査ではあり，現実の行動とは異なり

うることを考慮すること． 
3)  両調査を統合データによる滞在時間モデルの

推定において，本稿では単に調査ダミーを導入

したが，データ特性の違いを考慮した推定法を

利用すること． 
  

表 3.3.5 滞在時間モデルの推定結果 
        インタビュー調査 スマホ調査 両調査統合 

説明変数   推定値 t 値 推定値 t 値 推定値 t 値 

形状パラメータβ 

市外ダミー(市外＝1) 0.067 1.24 0.142 2.13 0.102 2.45 
性別ダミー(男性＝1) -0.095 -1.82 -0.065 -1.09 -0.144 -3.17 

年齢(歳) -0.004 -2.89 -0.067 -0.39 -0.002 -1.90 
友達ダミー(友達と＝1) 0.192 3.10 0.076 1.18 0.087 1.86 

出発時間(h) -4.585 -19.60 -1.975 -6.59 -3.127 -15.98 
調査ダミー 

(インタビュー調査＝1)     0.169 3.95 

定数項 5.084 36.23 1.912 9.83 4.069 31.18 
形状母数 α 0.65 17.95 1.415 12.67 0.416 19.70 

最大対数尤度 -1536 -1071 - 3578 
サンプル数 475 648 1123 

 

図 3.3.13 滞在時間分布のモデル理論値と実測値 
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3.4 カーネル密度推定法を用いた熊本都心部の回

遊行動圏の可視化と分析 

 

(1)  はじめに 

a) 背景と目的 
スマホ型回遊調査では， GPS 機器数による制約が

ないため，サンプル・サイズを大幅に増加させるこ

とができる．一方，サンプル・サイズを増加させる

ことは，大量の GPS の軌跡情報がさらに膨大になる

ことを意味する．これらの膨大なデータから交通政

策・都心部の活性化策の検討に有意義な情報を効率

的に抽出する分析手法の構築も求められている． 本
研究ではカーネル密度法を利用して，調査参加者の

回遊行動圏を簡便に推定する方法を利用する．そし

て，この方法で，来街目的別，回遊出発地別に回遊

行動圏を視覚化することで， 熊本都心部における回

遊特性の一部を明らかにする． 
一般に都心部の回遊行動調査をGPS型またはスマ

ホ調査で実施する場合，建物の中に調査参加者がい

る場合に GPS 電波を取得できない，また，高層の建

物に囲まれた区域で測位誤差が生じる(urban canyon 
effect) などの問題によりデータに外れ値などが生

じやすい．本稿で提案するカーネル密度ベースの方

法は，これらの誤差に対して頑健という特徴もある． 
さらに行動圏域の面積値を，回遊行動特性を表現

する数値指標と考え，その有効性を検討する．この

回遊行動圏の面積値は，都心部での回遊時間とは異

なる傾向があることも示す．最後に，これらの評価

指標による分析から得られる政策的含意を議論する．  
b) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 
紙面による回遊調査の最近の研究事例としては，

福岡市22),岡山市23) の例が報告されている．GPS 貸与

型調査による観光行動データの分析例24) や GPS 携

帯電話貸与型データによる松山市の歩行者行動の幅

広い分析例25), 26)も提示されている． 
これらの既存研究に対して，本研究では，スマホ

型の回遊行動調査の実施により大規模にサンプルを

取得し，そのデータに応じた簡便な分析手法を提案

する点に新規性がある．なお，熊本都心部スマホ型

回遊調査については，速報的な報告事例27) があるが，

基礎的な分析に留まっており，本稿で示すカーネル

密度法を用いた回遊行動圏を分析したものではない．

また，カーネル密度による点分布の分析は一般的な

手法であるが，その面積値で回遊行動圏域を分析す

るという本研究の単純な方法の適用例は，筆者らの

知る限り見当たらない．なお，スマホ調査では，加

速度センサーにより取得されるデータを活用し，移

動・滞在状態などの回遊状態の自動判別等のより高

度な分析手法も今後期待できる．本研究は，それら

の前段階の簡便な一手法の提案と位置づけられる． 
熊都心部回遊調査に参加し，ポートでのアンケート

に回答したのはでは 6 日間で延べ 1,086 サンプルで

あった．そのうち測位情報に欠損がないのは 1,036
サンプルである．  
 
 (2)  回遊時間に着目した基礎集計 

 本稿では調査参加者の都心部における回遊時間は，

アプリを起動させて移動軌跡の取得を開始してから

ポートに到着するまでの時間と定義する．ここでは，

属性別の回遊時間に関する特性を以下に整理する．

まず性・年齢別の回遊時間を，図 3.4.1に示す． 60

歳以上の男性の回遊時間が最も長く，男性は高齢に

なるほど長時間回遊を行う傾向にある．一方で，女

性は若年層の方が長時間回遊することがわかった． 

 
図 3.4.1 性年齢別回遊時間分布 

(注: 図中の I は標準誤差．以下の図も同じ) 図 3.4.3 来街交通手段別回遊時間分布 

 
図 3.4.2 同行者別回遊時間分布 

 
図 3.4.4 来街目的別交通手段別回遊時間分布 

 
 
 
 

回遊時間 

回遊時間 回遊時間 
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また，図 3.4.2 に示すように，友達と同行している

場合が， 
最も回遊時間が長い．図 3.4.3 には来街交通手段別

の分布を示すが，公共交通 (バス・市電・熊本電鉄)
での来街者の平均回遊時間は 151 分であり，自動車

による来街者に比べ，回遊時間が長い傾向にある．

来街目的に着目すると，娯楽目的の来街者の回遊時

間が最も長く，次いで，通勤，散歩・散策，食事の

順となっている (図 3.4.4)． 
 次に回遊の出発地である駐輪場・駐車場，また，

バス停・電停を熊本都心部の核となる 4 つのエリア

に分類し (図 3.4.5)，出発エリアごとに参加者の平 
均回遊時間に関する特性を整理する．図 3.4.6 には

これらの出発エリア別に参加者の平均回遊時間を示

す．図 3.4.6から，「新市街エリア」，「辛島町エリア」

を出発した参加者の平均回遊時間は，「下通エリア」，

「上通エリア」を出発した参加者の平均回遊時間よ

り 20 分から 30 分程度長いことがわかる．都心部の

西側からの来街者は，目的地が「下通」や「上通」

である場合もその途中の「辛島町」や「新市街」で

下車 (駐車・駐輪) し，目的地に向かうため，回遊

時間が長くなるとが考えられる．また「下通」や「上

通」の入口周辺は買物や食事施設が点在しており多

様なニーズに対応できる場所である．よって本来の

目的地が「辛島町」にあった場合も，「下通」や「上

通」へ立ち寄る例が多いと考えられ，その結果回遊

時間が長くなる．一方で，「下通」を出発地とした場

合，多様な施設が存在する分，一地点で目的を完結

しやすい傾向が読み取れる．  
本稿では，熊本都心部の中央に位置し，最も回遊

が集中する「通町筋電停」を「市街地の中心部」と

定義する．この点からの距離別に駐輪場・駐車場，

また，バス停・電停を分類し(図 3.4.7)，出発エリア

ごとに参加者の平均回遊時間に関する特性をみる．

図 3.4.8 にはこれらの出発エリア別に参加者の平

均回遊時間を示す．中央部から離れた地点から回遊

を開始している来街者の回遊時間が長いことが読み

取れる． 
 
 (3)  カーネル密度推定法を用いた回遊行動圏の可

視化 

カーネル密度推定法とは，観測点の分布状態から，

全体の分布状態を面として推計する方法である．移

動軌跡を地図上にプロットした場合，複数サンプル

で観測点が膨大な場合は，点どうしが重なり合うた

め，回遊の特性を把握することが困難である．一方

で，カーネル密度図は回遊が集中する地点を直感的

に捉えることが可能となる．本研究では，フリーの

GIS ソフトの QGIS のヒートマッププラグインを用

い，カーネル密度を算出し，密度図を作成した．属

性別に作成したカーネル密度図とその図から考察で

きる回遊特性を以下にまとめる． 

図 3.4.5 出発エリアの分類 

 
 

図 3.4.6 出発エリア別の平均回遊時間 
  

図 3.4.7  出発エリア (距離別) の分類 
 

 
図 3.4.8 出発エリア(距離別) 別の平均回遊時間 
 

500 m 

 

(分) 回遊時間 

(分) 
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 まず，図 3.4.9 に示す来街目的別のカーネル密度

図から来街目的に応じて回遊が集中する地点が異な 
っていることが見て取れる． 
買い物，食事，娯楽目的の場合，それぞれ目的地

となる主要な施設の周辺が滞留の核となっており，

中心市街地のメインアーケードが回遊の中心となっ

ていることがわかる．買い物目的では，百貨店，フ

ァッションビルの周辺に集中しているが，食事目的

では裏路地への回遊も見られる．娯楽目的では，新

市街エリアのカラオケ店，パチンコ店の周辺への集

中が特徴的である． 
観光目的の場合，熊本城周辺に回遊が集中してい

るだけでなく，メインアーケードの南側に位置する

「シャワー通り」にも観光客が多く訪れている．こ

の通りは，ブティックやカフェ，雑貨店が建ち並び，

かつ石畳の西洋風な空間が観光客の集客に貢献して

いると考えられる．一方で，メインアーケード北部

での回遊は少ないことがわかる．  
散歩・散策目的では，メインアーケードの北側に

位置する「並木坂」で回遊が集中している．この通

りは，石畳で，緑が多く，日当たりも良い空間は散

歩・散策に適しており，地域住民の憩いの場となっ

ていることが確認できる． 
図 3.4.10には，回遊の出発地別のカーネル密度図

の例を示す．メインアーケード中心部近くの駐輪場

A から出発した場合，回遊もその周辺に集中してい

る．一方で，メインアーケード端部の駐輪場 B から

出発した場合，その周辺部からアーケードにかけて

回遊が広く及んでいることがわかる．回遊開始地点

別の回遊行動圏をカーネル密度図で作成することで，

回遊の開始地点が回遊特性に与える影響を簡易に可

視化・分析できる．この行動圏図は，都心部の案内

板の有効な設置策の検討や，地区の活性化施策の広

報活動への活用が期待できる． 
 

(4)  カーネル法を用いた行動圏面積の推定 

a) 手法の概要 
回遊時間が長くても 1 ヶ所に長時間滞在している

可能性はあり，3.で示した回遊時間は回遊の広さを

示す指標とは限らない．そこで，本章ではカーネル

法を用い行動圏面積を推定する方法を提案し，その

方法による分析例を示す．  
 本手法では，固定カーネル法を用いて行動圏を推

定する．固定カーネル法は，一般的に野生動物の行

   

   
図 3.4.9 熊本都心部への来街目的別カーネル密度図 

 

 
図 3.4.10 回遊の出発地別のカーネル密度図 
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動圏の推定に利用される．これは，得られた観測点

の位置データを変数とし，関数 (カーネル関数) に
より観測点以外の空間も含め全体の確率密度を算出

し，行動圏及びその内部構造を分析する方法である．

図 3.4.11には，あるサンプルの観測データの点の分

布と本手法を適用し推定された 95％カーネル行動

圏を可視化した図を示す．また，GPS を利用した調

査では，建物や地下に入った場合，位置情報が誤っ

て取得されることが多い．そのため，測位誤差を考

慮した行動圏の推定が必要となる．本手法では，図

3.4.11に示す通り，測位誤差と考えられる点を含む

ことなく行動圏が推定されていることがわかる．そ

のため，事前に測位誤差のデータを除去・補正せず

とも，簡易に行動圏面積を算出することができる点

にも本手法の特徴がある．  

b) カーネル行動圏面積の算出結果 

図 3.4.12 はカーネル法を用いた行動圏の面積を

年齢層別に平均したものである． 95%カーネル行動

圏面積の全平均は 0.26 km2となった．図 3.4.13 に

は平均的な行動圏面積であった 1 サンプルの観測デ

ータの点の分布と，95%カーネル行動圏の例を示す．

この面積を利用することで行動圏を簡易に数値化で

きている． 
図 3.4.14 には推定された行動圏面積を回遊時間

別に平均した結果を示す．概ね回遊時間に伴い，行

動圏面積も広くなっている．ただし，この関係は単

純な比例関係ではなく，長時間回遊した場合も，移

動圏域の増加率は低減していることも確認できる． 
次に，出発地点別の行動圏面積を確認する．図

3.4.15には推定された行動圏面積を 4つの出発エリ

ア別に平均した結果を示す．行動圏面積は「新市街

エリア」，「辛島町エリア」から出発した参加者の方

が，「上通エリア」，「下通エリア」から出発した参加

者より広いことがわかる．出発エリア別の回遊時間 
(図 3.4.6) でも，「新市街エリア」，「辛島町エリア」

から出発した参加者が，回遊時間が長い傾向にあり，

同様の結果となっている．  
 図 3.4.16 には出発駐車場・駐輪場別に参加者の行

動圏面積の平均を示しており，「市街地の中心部」か

らの距離が遠い駐車場・駐輪場から出発している参

加者ほど行動圏が広くなっていることがわかる．一

方で，「市街地の中心部」に近い地点から出発してい

る参加者は，行動圏が比較的狭い．回遊時間に関し

ても，「市街地の中心部」から遠い地点から出発した

参加者の方が平均回遊時間は長い傾向にある．これ

らの結果から，来街者は都心部の外縁部から出発す

るほど広範囲で回遊を行っていることがわかる． 
c) 回遊時間と移動圏域の回帰分析による比較 
今までの単純集計分析をまとめた例として，回遊

時間と移動圏域についての重回帰分析結果を表

3.4.1 に示す．比較を目的としているので，回遊時

間と移動圏域をそれぞれ正規化 (平均値ゼロ，標準

偏差 1)した値を被説明変数として，同じ説明変数の

組の回帰分析結果を示す．重決定係数は低いが，係

数の推定値の比較を行うには有用な結果が得られて

いる．具体的に，男性ダミーは，回遊時間は推定値

が負で有意で無いが，移動圏域では正で有意の値を

とっている．女性と比較して，男性の滞在時間は短

 
図 3.4.11 ある 1サンプルの観測データの点の分布

と 95％カーネル行動圏の例 
 

 
図 3.4.13 平均的な行動圏面積をもつサンプルの移

動軌跡と 95％カーネル行動圏 

 
図 3.4.12 年齢別の行動圏面積 

 

 
 
図 3.4.14 回遊時間別の行動圏面積の平均 

 

行動圏面積  

回遊時間 
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い傾向にあるが，移動圏域は広いことが示されてい

る．年齢についても，回遊時間と移動圏域は符号が

逆になり，回遊時間についてのみ有意に正の値をと

っている．高齢者ほど，ゆっくり長く回遊するが，

移動圏域は広いとは限らないことが示唆されている．

これらは，図 3.4.1 と図 3.4.12 からも確認できる．

友達ダミーについては，回遊時間は有意に正で，移

動圏域は有意に負の値となっている．友達と来街し

た場合，限られた店舗等に長時間滞在する傾向があ

るためと考えられる．娯楽ダミーは，回遊時間にの

み有意に正の値となっている．カラオケ店・パチン

コ店等で長時間滞在するが，それは移動圏域の拡大

にはつながっていないことが示唆される．バス，市

電，熊本電鉄での来街者を示す公共交通ダミー，及

び駐車・駐輪場の「市街地の中心部」からの距離の

2 変数については，共通して有意で正の値をとって

いることも確認できる． 
 以上の分析より，本研究で提案したカーネル密度

分布による行動圏面積は，既存の回遊時間とは異な

る傾向もあり，回遊行動を分析する際の簡易に利用

できる評価指標となりうるといえよう． 
d) 政策含意 
本稿の分析から得られる政策含意を簡潔に述べる．

一般的に都市部の外縁部に設置されるフリンジ駐車

場は，まちのにぎわいを重視した都市空間の形成に

有効であることが知られている．表 3.4.1 からは，

都心から離れた駐車場・駐輪場を出発した来街者が，

回遊時間，移動圏域ともに高い値となることを意味

しており，フリンジ型の駐車場・駐輪場の有効性が

支持される．公共交通来街者の回遊時間が長く，移

動圏域も広いことから，利便性の高い公共交通の整

備が都心部の活性化に有効であることも示唆してい

る．娯楽施設については，回遊時間を増加させるが

移動圏域は増加させないことには留意が必要であろ

う． 
 

(5)  結論 

本研究は，2013 年冬の週末に熊本都心部で行われ

たスマホ型回遊調査のデータの分析により，以下の

成果を挙げた． 
1.来街目的別・回遊の出発時別の回遊圏域を可視化

し，食事目的の来街者は裏路地への回遊も多いこ

と，都心周辺部の駐輪場利用者は回遊圏域が広い

等の特性を示した．  
2. 軌跡データの 95%カーネル密度圏を行動圏域と

定義し，その面積で回遊特性を数値化する方法を

提案した． 
3. 移動圏域の面積が増加すると回遊時間は，概ね増

加する傾向にあるが，細部が異なる点もある．例

えば，1) 女性と比較して，男性の滞在時間は短い

傾向にあるが移動圏域は広いこと，2) 高齢者ほど

ゆっくり長く回遊するが，移動圏域は広いとは限

らないこと，3)友達と同行している場合，回遊時

間は長いが移動圏域は限られること，4) 娯楽目的

で来街した場合は，回遊時間は長いが，移動圏域

の拡大にはつながっていないことである 
4. 都心部の回遊では，建物内や高層建物の間などで

GPS の測位誤差が発生するが，カーネル密度図は，

それらの誤差の影響を受けにくく，簡易な手法と

して有効であることも確認した． 
今後の展開例として，本研究では，2 次元のカー

ネル密度分布の面積を指標としたが，時間軸を加え

た 3 次元のカーネル密度分布の体積も回遊特性の平

易な分析指標となりうるだろう． 
 
  

 
 

図 3.4.15 出発エリア別の行動圏面積の平均 
 

 
図 3.4.16出発駐車・駐輪場の行動圏面積の平均 

 
表 3.4.1 回遊時間と移動圏域の重回帰分析結果 
被説明変数 回遊時間  移動圏域  
説明変数 推定値 t 値 推定値 t 値 
定数項 -0.388 -3.51 -0.067 -0.594 

男性ダミー -0.092 -1.304 0.149 2.067 

年齢 0.519 2.202 -0.113 -0.470 

友達ダミー 0.210 2.690 -0.184 -2.310 
公共交通ダミ

ー 
0.236 3.069 0.271 3.458 

娯楽ダミー 0.839 6.110 -0.008 -0.057 
駐車・駐輪場の

中心地からの

距離 (km) 
0.301 1.871 0.302 1.834 

R2 0.065 0.026 

N 864 864 
注) 被説明変数の回遊時間と移動圏域は正規化した値を

被説明変数とした．ダミー変数は，それぞれ該当する場合

1，それ以外 0． 
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3.5 平成25年度調査における調査参加選択行動分

析 
 
(1)  回遊調査参加者の調査謝礼の効果分析 

回遊行動調査では，調査終了後，参加者に対し「謝

礼がない場合，スマホ調査と紙調査のどちらの方が

よいか．もしくは参加しないか．」という内容のアン

ケートを実施し，これと同時に，属性についても尋

ねている．以下に属性ごとの回答結果と傾向を述べ

る． 

性年齢別の調査参加意向について図3.5.1に示す．

20代以下の若年層については，謝礼に敏感に反応す

る一方，中高年世代については謝礼の有無に関わら

ず調査に協力する傾向にあることが確認された．こ

こで帰無仮説を年齢層での回答の比率が等しいもの

とし，有意水準を5%として比率の差の検定を行う．

16-29歳の層と30歳以上の層に分け調査に参加する

か否かで検定を行うと，p値がp=1.3×10-6<0.05となり

帰無仮説は棄却され回答の差が認められる．一方で，

男女差に関しては，今回差異がみられなかった． 

 

 
図 3.5.1 性年齢別の謝礼なし時の調査参加意向 

 
表3.5.1 調査参加意向の多項ロジットモデル推定結果 

 
 

この他，属性別の傾向を踏まえて，謝礼がない場

合にスマホ調査参加する，紙調査に参加する，参加

しないの 3 項選択ロジットモデルを推定した．(表

3.5.1)． 

推定結果より，修正済み決定係数は 0.2 と概ね妥

当である．性別，目的ダミー(買物)，手段ダミー(自
動者)を除いては，いずれの変数の t 値も高く統計的

に有意である．年齢のパラメータの符号は正である

ことから，年齢が高いほど紙調査を選択しやすい．

居住地については，中央区に居住している人ほどス

マホ調査を選択しやすいと言える．都市部に近い中

央区の居住者は，比較的，帰宅に時間を要さず，バ

ッテリーへの不安を要因とするスマホ調査への抵抗

を感じにくいためであると考えられる．また，回遊

時間が 3 時間以上 6 時間未満となる場合も，スマホ

調査を選択することがわかる．極めて短時間の回遊

の場合は，紙への記入の負担も少ないため，紙調査

への抵抗が少ない．一方で極めて長時間になるとバ

ッテリーの不安からスマホ調査へ参加しにくくなる．

そのため，中間にあたる 3 時間以上 6 時間未満の回

遊時間では，スマホ調査が最適とされていると考え

られる．最後に，同行者に関して，友達と回遊して

いる場合は，調査に参加しにくいことが明らかにな

った．これは，心理的に相手を待たせることに抵抗

があるため調査に参加してもらいにくいのだと考え

られる． 

 

(2)  貨物車プローブ調査の分析 

a) 貨物車プローブ調査の概略 

貨物車プローブ調査は，2012 年に実施された熊本

都市圏 PT 調査の補完調査でもある．PT 調査で把握

することができなかった貨物車に着目し，その行動

特性を把握することを目的としている． 
熊本県トラック協会と協議を行ったのち，物流事

業者を 7 社選定し，その 7 社にスマホ調査協力依頼

のための企業訪問を行った． 企業訪問を行った 7
社の内，了承を得た企業のドライバー各 3 名を対象

にスマホ調査を行う．なお，ドライバー選定の条件

として，スマホ所有者限定とする．調査の流れを図

2 に示す．業務開始時にアプリの「出発」ボタンを

押してもらい，業務終了後に「到着」ボタンを押す

という単純な操作方法となっている．調査期間は

2013 年 12 月 18 日から 22 日の 5 日間とし，調査協

力ドライバー・事業所それぞれに対して 1000 円分の

クオカードを謝礼として進呈している．軌跡の分析

の詳細は割愛するが渋滞箇所の抽出や日変動が記録

できていることが確認されている． 

b) 参加意向分析 

 調査終了後に参加者にアンケート調査を実施して

いる．参加意向について，回遊調査との比較を踏ま

えながら簡潔に示す．図3.5.2は，今回のような調査

において，スマホ調査と紙調査ではどちらに参加た

いかの参加意向を比較している．図3.5.2は，謝礼な

しの場合の意向を比較している． 

ここで着目すべきは，調査依頼の仕方の違いであ

る．物流調査では，県や市からの依頼に加え，企業

に直接訪問して協力を促すものであったため，企業

からすると断りづらい依頼方法であった．回遊調査

では，街中にいる人に声をかけて協力依頼を促し参

加してもらい，また謝礼目的で自主的に参加した人

もいた．つまり，物流調査に参加した人は半強制的

に参加し，回遊調査に参加した人は任意で参加して

いる．よって，半強制的に参加したドライバーの意

90 
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83 
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17 

44 

12 
22 

7 
21 
4 

9 

77 
141 

35 
68 
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11 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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女性 
男性 
女性 
男性 
女性 

16
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9
30
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9

60
-

スマホ 紙 参加しない 

パラメータ 推定値 t値
性別(女性=1,男性=0，紙) 0.21 0.81
年齢(紙) 0.01 1.96
中央区居住(スマホ) 0.39 2.68
買物目的(スマホ) -0.06 -0.45
自動車利用(スマホ) 0.22 1.41
3時間以上6時間未満(スマホ) 0.44 2.41
友達と(参加しない) 0.72 4.97
定数項(紙) -1.73 -5.43
定数項(スマホ) 0.53 3.11
サンプル数 939
尤度比 0.20

t値：1.96以上5%有意=*  2.26以上1%有意=**
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見の方が，比較的偏りのない人からの意見を聞くこ

とができているとも考えられる．回遊調査に参加し

た人は謝礼が有効である傾向がある．物流プローブ

調査では，調査依頼を行う際には，直接企業に赴き，

調査方法が業務の負担にならないこと，調査で得ら

れるデータがどのような政策に生かされるかなどを

しっかり伝えている．物流調査は，謝礼が必須とい

うよりも，調査に関する説明をしっかりすることが

重要である傾向がうかがえる．調査対象者に応じて，

適切な依頼法，謝礼の設定が異なることが示唆され

る 

 
 

 
 

3.6 本章の成果 

 
平成 25 年度秋にスマホ調査で実施した熊本都心

部の回遊行動調査について，以下の点を詳細に分析

した． 
まず，2011年 (平成23年) に同じ対象地で実施さ

れた，インタビュー形式の回遊調査とスマホ調査の

参加者層の結果比較から以下の点が明らかになった． 
・両調査で参加者に性別の偏りは無いが，年齢層

では，スマホ調査が若干若年層の参加者が多い． 
・スマホ調査では，インタビュー調査と比較して，

一人で来外した人の参加者が少ない．これは，同行

者が多いほうが，スマホ調査という新たな調査に参

加しやすいという傾向のためと考えられる． 
回遊特性についても分析し以下の点を示した． 
・回遊時間が長いのは， 60代以上の男性，若年

層の女性，友達連れの場合，公共交通の利用者，娯

楽目的の来街者であった．  
・駐輪場，駐車場別に回遊特性が異なることも明

らかにされた．特に，回遊の出発エリアが中心部か

ら離れていると回遊時間が長くなる傾向にある． 
カーネル密度推定法を用いて，スマホ調査による

回遊調査結果を可視化した． 
・来外目的別・回遊の出発地別のカーネル密度図

により，回遊傾向の違いを明示した． 
95%カーネル行動圏を算出することで，簡易に回

遊行動圏を可視化した． 
・50歳代の回遊行動圏が最も広いこと，回遊の出

発地が都心の中心部に近いほど，回遊圏が小さく，

遠いほど広いことを示した． 
 
なお，本報告書では割愛しているが，加速度デー

タや位置データによって，回遊行動状態を判別する

ことを目的に，SVM (サポート・ベクトル・マシン) や
RF (ランダム・フォレスト) の機械学習の適用を試

みている．  
都心部回遊調査の参加者の調査後アンケートをも

とに謝礼の効果についての分析を行った．調査参加

選択行動モデルなどの結果から，年齢が高いほど紙

調査を選択しやすいこと，中央区に居住している人

ほどスマホ調査を選択しやすいこと，友達との同行

の場合，謝礼無しでは調査に参加しにくいこと，な

どが示された．  
 

 

 

 

  

図 3. 5.2 物流調査と回遊調査の参加意向比較 
  

図 3.5.3 謝礼なしの場合における 
物流調査と回遊調査の参加意向に関する比較 
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第４章 平成26年度スマホ調査の実施と調査手法

による結果の比較分析 

 

 

 

 
本章では，調査手法の違いによる結果の比較を意

図した研究と，スマホを利用した交通行動変容アプ

リの研究を記載する． 
 

4.1    調査の趣旨と概要 

 

(1)  調査の目的 

郵送配付回収型や訪問調査型などの手法で行わ

れる従前の交通実態調査は，多額な調査費用や調査

参加者の負担が大きいことなど課題も指摘されてい

る．一方，近年では Web を用いた回答手法などが採

用されている例もあり，さらに新しい交通調査手法

として，スマートフォンアプリを用いた調査手法が

注目されている．本章では，交通実態調査における

手法別の結果の基礎的分析を行うことで，その違い

や特性を明らかにする．これまでの章で，紙面調査

とスマホ調査の比較を実施ているが，同一の対象者

の比較ではないなどの課題がある．本章では，同一

の対象者に多様な調査手法を依頼し，その結果を比

較する点に特徴がある．  
 
(2)  調査概要 

調査日：平成27年1月19日（月）〜1月23日（金） 
調査協力者：一般(15名)および学生(15名) 
募集方法：一般，学生共に雪だるま方式抽出法

（Snowball sampling） 
 
(3)  調査の方法 

本調査では，1 人の調査協力者につき紙方式/Web
方式/スマホ方式の 3手法をすべて行ってもらうこと

とした．具体的には，熊本都市圏に在住する 30 名（学

生 15 名，一般 15 名）を対象とし，調査協力者を表

4.1.1 で示す２つの群に分け５日間の調査を行った．

スマホ調査は期間を通して毎日行い，紙調査または

Web 調査での回答は調査日によって異なる方式とし

た．紙調査，Web 調査については平成 24 年度熊本

PT 調査で使用した様式を可能な限り再現すること

を試みた．  
スマホ調査は調査協力者のスマートフォンに研究

代表者らの研究グループが開発したスマートフォン

アプリ「スマくま」をインストールし，これを用い

て調査を行った．本研究ではスマホ調査で得られた

結果と紙調査，Web調査で得られた結果をそれぞれ

比較分析していく． 
調査協力者は1トリップ目の出発前に「スマくま」

を起動し，最終トリップの到着後まで記録（起動）

し続ける．記録中，病院や映画館等スマホの電源を

切る必要がある場所へ行く場合はアプリを一旦終了

し，そこから出発する際に再び記録を開始する．最

終トリップの目的地へ到着後すぐに紙調査もしくは

Web調査を行う必要がないことを調査協力者へ伝え

ている．これは現実の熊本PT調査の手法に近づける

と共に，調査回答を行った日，回答に要した時間を

記録してもらい，行動からの時間経過による影響も

考察するためである．  
表 4.1.1 各群における回答手法 

 

 
表4.2.1 属性ごとの調査群設定 (単位：人) 

 
 

属性区分 
学生 一般 

調

査

群 

Ⅰ群（紙2日,Web3日） 7 7 

Ⅱ群（紙3日,Web2日） 8 8 

 

I群 1 日目 2 日目 3 日目 4 日目 5 日目 
紙 ○ ○    

Web   ○ ○ ○ 
スマホ ○ ○ ○ ○ ○ 

II群 1 日目 2 日目 3 日目 4 日目 5 日目 
紙    ○ ○ 

Web ○ ○ ○   
スマホ ○ ○ ○ ○ ○ 
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4.2    調査結果 

(1)  調査協力者の属性分布 

a) 調査群設定 

属性区分ごとの調査群設定を表4.2.1に示す． 
b) 性別 
図 4.2.1 に属性区分別の性別分布を示す。学生は男

性の調査協力者が多く，それに対し一般は女性の調

査協力者が多い．全体としては，調査協力者の性別

に偏りがないよう配慮を行った． 
c) 属性区分「一般」の年齢 
図4.2.2に属性区分「一般」協力者の年齢構成を示

す。男性は35〜39歳に集中したが，女性は10代から

60代までの幅広い年齢層で協力が得られた． 

 
図 4.2.4 男女別 欠損トリップの割合 

注) N はトリップ数 

 
図 4.2.5 目的別 欠損トリップの割合 

注) N はトリップ数 
 

c) 属性区分「一般」の職業 
図 4.2.3 に属性区分「一般」協力者の職業分布を示

す。男性は金融業，保険業や公務員，女性はサービ

ス業など，幅広い職業からの協力を得られた． 
(2)  スマホ調査で得られたデータとの比較 
a) トリップの欠損 
紙調査/Web調査で回答を得られたデータをスマホ

調査で得られたデータと比較し，同じトリップが双 
方のデータで確認できるか分析を行った．具体的に

は，紙調査/Web 調査で回答されたトリップの出発

時刻・到着時刻を目安として，その時刻付近にスマ

ホ調査で得られた位置情報を目視で確認し，GPS デ

ータの軌跡が存在するか確認を行った．GPS データ

で確認できなかったトリップを以下「欠損トリップ」

と呼ぶ． 
図 4.2.4 に男女別およびスマホの OS 別の欠損ト

リップの割合を示す．男性の iPhone のみ欠損トリ

ップの割合が少ない結果となったが，それ以外の区

分については概ね 30%前後の欠損率となった．欠損

72.2% 
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27.8% 
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(N=85) 

通学 
(N=85) 

帰宅 
(N=159) 

私用 
(N=146) 

業務 
(N=60) 

記録あり 欠損 

 
図 4.2.1 属性区分別 調査協力者の性別構成 

 
図 4.2.2 調査協力者の年齢構成（一般のみ） 

 

図 4.2.3 調査協力者の職業構成（一般のみ） 

男性, 
40.0% 

男性, 
60.0% 

女性, 
60.0% 

女性, 
40.0% 
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一般 
（N=15) 

学生 
（N=15) 
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1 1 
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金融業、保険業(銀行、金融商品取引、保険サービス等) 

学術研究、専門･技術サービス業(法律事務所、会計士、広告業等) 

宿泊業、飲食サービス業(ホテル、飲食店、配達サービス等) 

教育、学習支援業(学校教育、学習塾、社会教育施設等) 

サービス業(他に分類されないもの)(自動車修理、職業紹介、政治団体、廃棄物処

理事業等) 
公務(国家公務員、地方公務員) 

その他(欄に具体的に記入) 

高校生 

主婦･主夫(職業従事者を除く) 
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の主な原因としては，アプリの測定を開始し忘れて

いたこと，バッテリー切れなどの理由により測位が

中断したことなどが考えられる． 
なお，図は使用したスマホの OS 別に整理を行っ

ているが，欠損トリップについてはどのような場所

へ行ったか等の行動状態にも影響されるため，機種

特有の問題だけではないことには注意されたい． 
また，図 4.2.5 は目的別に欠損トリップの割合を

示したものである．私用目的および帰宅目的のトリ

ップに欠損が多い傾向があるが，これは先に述べた

ようにスマートフォンのバッテリー切れやアプリの

測定開始忘れ，途中でアプリが終了してしまったな

どの可能性が考えられる． 
b) 出発時刻・到着時刻の時間差 

紙調査または Web 調査で回答された各トリップ

の出発時刻・到着時刻を基準としてスマホ調査で得

られた GPS データの同一トリップの出発時刻・到着

時刻との時間差を求め，調査手法による違いについ

て分析していく． 
𝑡𝑆 = |�紙または𝑊𝑊𝑊の出発時間�

− �𝐺𝐺𝐺データの出発時間�| 
(1) 

𝑡𝑒 = |�紙または𝑊𝑊𝑊の到着時間�
− �𝐺𝐺𝐺データの到着時間�| 

(2) 

𝑡𝑠：時間差（出発）  𝑡𝑒：時間差（到着） 
具体的には，GPS データにおける同一トリップの

特定は，紙調査または Web 調査データの各時刻を基

準に同一トリップが記録されていると思われる時間

帯を確認し，同一トリップの出発時刻・到着時刻を

推定した． 
図 4.2.6 は調査手法別に出発時刻・到着時刻の時 

 
図 4.2.6 調査手法別 出発時刻・到着時刻の時間差 

 
図 4.2.7 調査手法別 出発時刻・到着時刻の時間差 

間差を整理したものである．出発・到着ともに Web
調査の方が紙調査に比べ時間差が大きいことが分か

る．また、図 4.2.7 はトリップ目的別に時間差を整

理したものである．通勤目的のトリップにおいて，

特に出発時刻に関しては他の目的と比べ時間差が小

さい傾向が見られた．通常，企業等に従事している

方であれば，ほぼ決まった時刻に通勤を行うため，

紙調査/Web 調査で回答する際も時間差が少なく回

答を行えたと考えられる． 
一方，通学目的のトリップは他の目的に比べ時間

差が大きい傾向が見られた．これは卒業論文，修士

論文執筆期間中(学部 4 年もしくは修士 2 年)，また

は通常の授業期間ではなく定期試験前の補講期間

（その他の学生）に調査を行ったため，紙調査/Web
調査での回答時にも時間差が大きくなった可能性が

考えられる． 
b) 回答に要した時間・回答日による時間差 

本調査は，調査協力者に紙調査・Web 調査の「回

答に要した時間」および「回答日」を記録してもら

い、これらの情報を把握できるようにした。 
図 4.2.8 は回答に要した時間をその日のトリップ

数で割ったもの，つまり 1 トリップあたりの平均回

答時間の分布を示したものである．紙調査において

は，1 トリップあたり平均 0〜2 分未満の回答数が最

も多く，1 トリップあたり平均 4 分未満までに全体

の約 86.3%が回答された．一方，Web 調査について

は平均 1 トリップあたり 2 分以上〜4 分未満の回答

数が最も多く，紙調査に比較して回答が煩雑であっ

た可能性がある．Web 調査は 1 トリップあたり平均

6 分未満までに全体の約 86.4％が回答された． 
図 4.2.9 は経過日数別に出発時刻・到着時刻の時

間差を整理したものである．経過日数:3 日から時間

差が大きくなっており，その後も概ね増加を続けて

いる．時間が経過するほどに回答の時間差が大きく

なるのは，人間の記憶に頼るためにある種自然なこ

とであるが，本調査の結果においては経過時間：2
日以内に回答が行われた場合に時間差が比較的小さ

くなる傾向にあることが分かった． 
c) ストレス意識による時間差 

本項では，事後アンケートで調査を行った調査手

法に対するストレス意識が結果にどのような影響を

及ぼしたかを紹介していく．具体的には，調査協力

者の事後アンケートにて「調査のストレスが大きか

った手法」を順位付けしてもらい，紙調査または

Web 調査において 1位を選んだ方と 2位以下を選択

した方の間でどのような違いがあるかを整理する． 
図 4.2.10 はストレス意識別の回答の時間差を示

したものである．紙調査においては，紙調査を 1 位

とした方（紙調査が最もストレスが大きかった）の

時間差が出発・到着ともに大きい傾向となった．一

方，Web 調査においては，Web 調査を 2 位以下と選

択した方(Web 調査が最もストレスの大きいもので

はなかった)の時間差が出発・到着ともに大きい傾向

となり，紙調査と対照的な結果となったことは興味

深い． 
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また本調査の事後アンケートにて，調査協力者が業

務または学業以外でパソコンを使ったインターネッ

ト利用時間（以下，私用ネット利用時間とする）を

調査した．事後アンケートで調査した私用ネット利

用時間が同年代の平均値28)より多かった調査参加者

を「ネット利用が多い」，少なかった調査協力者を「ネ

ット利用が少ない」という2 群に分け，結果にどの

ような違いがあるか分析を行った． 
図 4.2.11 は Web 調査において 2 群間のトリップ

出発時刻・到着時刻の時間差を示したものである．

私用ネット利用時間が少ない群に比べ，私用ネット

利用時間が多い群が出発・到着ともに時間差が大き

い傾向がある． 
ここで，図 4.2.12 は図 4.2.11 で分析を行った手

法別のストレス順位の割合を 2 群間で示したもので

ある．私用ネット利用時間が少ない群に関しては

90％以上の調査協力者が「Web 調査が最もストレス

が大きかった」と回答した一方，私用ネット利用時

間が多かった調査協力者はWeb調査を最もストレス

が大きかったと回答した割合は少なかった．私用ネ

ット利用時間が多い群については普段から情報機器

や Web フォーム等に慣れているため，Web 調査にお

いてもストレスと感じる割合が少なかったものと思

われる． 
以上のことから，私用ネット利用時間が同年代平

均より多い群についてはWeb調査へのストレス意識

が少ない傾向にあるが，インターネットへの慣れが

時間差の短縮に必ずしも繋がる訳ではないと言える． 

 
4.3    調査結果のまとめと考察 

(1)  本研究の成果 

紙調査または Web 調査で回答されたトリップのう

ちスマホ調査で得られたデータで確認できないトリ

ップが約 30%の割合で確認された．これはスマホの

OS(Android,iPhone)の別に特段の差異はない．欠損の

原因としては，アプリの測定開始ボタンの押し忘れ

やバッテリー切れなどが想定される．トリップの欠

損はスマホ調査では留意すべき点である． 
スマホ調査で得られたデータを基準として紙調査

および Web 調査の回答を比較した場合，トリップの

出発時刻に比べ到着時刻で時間差が大きい傾向にあ

る．また調査方式については紙調査に比べ Web 調査

で時間差が大きい傾向にあることが分かった． 

 
図 4.2.8 1 トリップあたり平均回答時間 

 

 
図 4.2.9 調査手法別 回答までの経過日数分布 

 

 

図4.2.10 ストレス意識別 出発時刻・到着時刻の

時間差 

 
図 4.2.11 ネット利用群別 出発時刻・到着時刻の時

間差（Web 調査） 

 
図 4.2.12 ネット利用群別 Web 調査手法のストレ
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目的別においては，通勤目的のトリップが他の目

的に比べ時上記時間差が少ない傾向にある． 
本調査で使用した調査形式においては，Web 調査

に比べ紙調査の方が 1 トリップあたりの回答時間が

少ない傾向にあった．言い換えれば本調査の Web 調

査形式は紙調査に比べ煩雑だったとが推測される． 
紙調査に比べ Web 調査は日数をおいて回答される

傾向にあるが，回答日が調査日から 3 日後以降の場

合は，上記時間差が大きくなる傾向にある． 
調査協力者のうち，私用のインターネット利用時

間が同年代平均に比べ少ない人はWeb調査へのスト

レス意識が強い．しかし同年代平均より利用時間が

多い調査参加者はWeb調査へのストレス意識は少な

いが時間差は大きい傾向にあるため，回答を簡単に

済ませることで時間差が生じやすくなっている可能

性がある．このため，インターネットへの慣れが時

間差の短縮に繋がるとは必ずしも言えない． 
(2)  今後の展望 

本調査の分析結果を基に，例えば回答時間に着目

した調査形式の最適化などを検討することで，より

精度の高い調査結果を得られる可能性が期待できる．

特にWeb調査においてはネットに慣れた世代が増え

るため今後の調査において選択率も高くなると予想

されるが，本調査の結果よりそれは必ずしも精度が

高いものとは言えないので，より回答を行いやすい

ようWeb調査の形式について十分検討を行う必要が

あるだろう．また，スマホ調査においては紙調査ま

たはWeb調査で回答されていないトリップが含まれ

ていることを確認している．本調査ではスマホ調査

で目的，交通手段等を聞いていないが，事後アンケ

ートの結果よりこれらを調査項目に入れてもスマホ

調査を選択する参加協力者も多いため，今後はスマ

ホ調査をベースとして調査を行い，従来の交通実態

調査方式で取得できていなかったデータの特性を明

らかにしていくことなどが期待できる． 
 
4.4. ゲーミフィケーションを導入した交通行動変

容アプリの開発と試行 

 

(1)  はじめに 

モビリティマネジメント（以下 MM）は，個人の

モビリティ（移動）が社会にも個人にも望ましい方

向に自発的に変化することを促す交通政策である．

紙や Web を用いた事例が多く存在しているが，コス

トや調査主体側の負担等，様々な課題も存在してい

る．この課題に対して，佐藤，円山29)は，スマート

フォン(以下スマホ)アプリで MM を行った．また参

加者からは，スマホ・アプリのゲーム性を高めるこ

とでMMの効果の向上が期待できるという意見が出

されている． 
 本節では，佐藤，円山の開発したアプリを発展さ

せ，ゲーミフィケーションを導入した交通行動変容

を促すスマホ・アプリを開発する．ゲーミフィケー

ションとは，「レベルアップ」，「スコア化」，「ランキ

ング」などのゲーム的な機能で，人々のサービスな

どへの興味・関心，愛着心，忠誠心を高める技術で

ある30)．本研究では，利用者の1日の歩数を計測し，

行動評価というスコア化を行い，参加者の歩数のラ

ンキングを調査対象者全員にメールで配信するシス

テムとしている． 
 

(2)  開発システムの概要 

1 日の歩数を計測できる歩数計アプリを開発した．

まず利用者は，ニックネーム，年齢，性別，その日

   
情報入力 1日の歩数 評価，アドバイス 

  

 

過去のデータ 資料  

図4.4.1 開発アプリの画面例 
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クルマを利用した時間を入力する．その日の歩数と，

歩数に応じた消費カロリー，評価，アドバイスが表

示される．また，過去 10 日間の歩数を振り返ること

もできる．調査対象者の意識の変化を促すために，

移動手段別の CO2 排出量と消費カロリーのグラフ

がアプリの中に表示される．開発アプリの画面例を

図 4.4.1 に示す．また，歩数のデータとその日クル

マを利用した時間の情報をメールで送信できるよう

に設定している． 
今回開発したアプリは，iPhone5s から搭載されて

いる専用チップ，M7コプロセッサを利用している．

このチップにより，歩数計アプリをインストールす

る直近の 1 週間分の事前の歩数を取得可能である．

また，アプリがバックグラウンドで起動していなく

ても歩数データが取得可能である． 
 
(3)  試行調査概要 

2014 年 12 月 19 日（金）から 26 日（金）の 8 日

間，熊本大学の学生 21 名を対象に調査を行った．ラ

ンキング機能を用いる施策群（10 名）と，ランキン

グ機能を用いない制御群（11 名）の 2 グループに分

けた．施策群には今回開発したアプリを利用しても

らい，制御群には既存の歩数計アプリを利用しても

らった．施策群には，調査期間中毎日メール送信を

依頼し，その情報をもとに歩数ランキングを作成し，

それをメールで配信した．また，調査後の交通行動

と行動意識の変容を検証するために，調査前後にア

ンケートを実施した． 
 
(4)  調査結果 
a)歩数の変化 

施策群の調査前と調査期間中の歩数を比較すると，

平日の一人当たりの歩数（歩／人・日）は約 1,000
歩増加した(図 4.4.2)．個人ごとに見てみると，調査

対象者の 8 割に歩数の増加が見られた．歩数が増加

した要因は事後アンケートの結果，距離の短い移動

であれば徒歩への移動手段が変更したためであるこ

とが確認された． 
b) 実際の交通行動変化 

実際に少しでも交通行動に変化があった人の割合

は，制御群では約 27％に対し，施策群では 70％であ

った(図 4.4.3)．この 2 つを母比率の差の検定を行っ

たところ，P=0.0502 であり統計的有意差は見られな

かったが，サンプル数を増やすことで有意差が見ら

れる可能性はある．  
c) 性格による行動変化 

 今回ランキング機能を導入するにあたり，競争心

の強い人にはランキング機能が効果的であるのでは

と考え，アプリ利用者の競争心尺度を測定するため

に事後アンケートでいくつかの質問を行った．その

質問のひとつである，「ゲームを仲間とする時，協力

プレイと対戦型プレイどちらが好きか」への回答別

に，個人の歩数の変化率をまとめたものを図 4 に示

す．それぞれの歩数変化率の平均値の差の検定を行

ったところ，P=0.033（<0.05）であった．このこと

から対戦型プレイを好む人は変化率が高くなる傾向

があり，競争心の強い人にランキング機能が有効で

あると示唆される．図 4.4.4 は左から歩数の変化率

の高い順になっている． 
 
(5)  本節の成果 
 1) 本研究はランキングというゲーミフィケーシ

ョンを導入したスマホ・アプリを開発した．ゲ

ーム性を高めたアプリはより気軽に利用しても

らうことができ，様々な人の参加を増やせる可

能性がある． 
2) 今回の調査では，対戦型ゲームを好む人にラン

キング機能が効果的であることが分かった．今

回の調査のように，調査対象者の属性だけでな

く，性格についても検討することでより MM の

効果を高めることが出来る可能性があると考え

られる．

 
図 4.4.2 施策群の歩数比較 

 
図 4.4.3 実際の交通行動変化 

 
図 4.4.4 個人別の歩数の変化率 

（橙：対戦型を好む人，青：協力型を好む人） 
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第５章 スマホ調査の実用化に向けたガイドライ

ン案の作成 

 

 

 

 

本章では，第2～4章で述べた，平成24~26年度実施

のスマホ調査の経験を踏まて，スマホ調査の実用化

に向けたガイドライン案を作成する．まず，5.1.で，

熊本における調査の実査の経験から得られた留意点

を整理し，5.2.で，紙やWeb調査と比較した場合の

スマホ調査の特徴を整理する．5.3.の，国内外のス

マホ調査の動向の整理を踏まえて，5.4でガイドライ

ンの作成方針を示し，5.5にガイドラインの素案を示

す． 
 

5.1.   平成24年～平成26年度調査の実査の留意点

の整理 

 

(1) 調査参加者の募集法・謝礼の設定法 

スマホ調査は，アプリのインストール作業などが

必要であり，通常の紙・Webの調査と同様な参加者

募集法では，十分なサンプル・サイズが確保できな

いことが心配される．第2章で述べた平成24年度実施

の調査では，謝礼無しの郵送依頼法で，13,297世帯

に依頼して，97名の参加であり，参加率の指標では

1%を切る．一方，第3章では，平成25年度実施の調

査では，500円の商品券を謝礼として準備し，対面型

の依頼を中心とすることで，休日6日間で1,086サン

プルを得ている．平成26年度実施の調査では，雪だ

るま型の調査参加者の募集で，5日間の中期間の調査

に謝礼図書カード3,000円で参加者を30名確保して

いる．  
分析に有効となるサンプル・サイズを確保するため

には，対面型の依頼や適切な謝礼の準備が必要とな

る場合が多いと考えられる．スマホ・アプリを一般

のアプリ・マーケットに公開し，各種調査会社に依

頼してモニター型で参加者を募るという方法もあり

うる．この場合も費用が必要となり，また，モニタ

ー型で収集したサンプルのランダム性などには留意

が必要であろう． 
サンプルの母集団代表性に配慮する際には，第2

章に記述した調査参加選択行動モデルが有効と考え

られる．第3章の調査では，概して街なかを回遊して

いる人に10名に声をかけて，1名が参加する状況であ

った．参加者の属性データ等はわかるが，非協力者

の大まかな属性デーが把握できると，サンプルの偏

りなどが検討できる．また，第3章では，同じ対象地

におけるインタビュー型の回遊調査との比較分析も

示した．これら既存の調査との比較などもサンプル

の偏りの検討には有効である． 
 

(2) アプリの設計・開発・公開法 

平成24年度調査では，調査実施の直前までiPhone
版のアプリの審査が通過していないという状況が生

じていた．通常の紙・Web型の調査と異なり，スマ

ホ・アプリの調査は，調査主体の他にも，アプリ・

マーケットに調査の実施可能性，成功が左右される

という課題がある．アプリ・マーケットで配布でき

るアプリにも，制約がかかることがおおく，本来の

交通調査とは別のところで労力を要することに留意

が必要である．プレ調査を含めた調査期間の設計を

余裕持って行うことや，アプリ開発を外注する場合，

その会社との連携が重要となる． 
 調査の企画・主体・委託者側は，スマホのユーザ

であることは多いが，開発者であることはほぼない． 
スマホのユーザの視点で，他の商用アプリとの比較

で，機能やデザインの充実化を要望することができ

るが，それを実装できる開発者が限られていること

や，実装作業の困難性を理解していないことも少な

くない．調査実施側とアプリ開発者側が協力する体

制をつくり上げることも重要である． 
 
(3) スマホのバッテリー問題 

スマホのバッテリーの稼働時間が短く，GPSを起
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動させるアプリを利用することで，その問題がより

深刻化するという課題も開発当初から指摘されてい

た．平成24年度の調査では，参加者自身の保有のス

マホで，バッテリーが切れることで，本来のスマホ

の機能 (通話など) が出来なくなくことへのクレー

ムへの対応として， バッテリー残量が少なく (10% 
~20%以下)であれば，アプリが強制終了する設計と

している．平成25年度，平成26年度調査では，希望

者にモバイル・バッテリーを貸与している． 
スマホのバッテリー問題は，端末の性能向上とと

もに改善される事項とも考えられる．ただし，GPS
の測位間隔，バックグラウンドでのデータの捕捉性，

データの送信間隔，加速度センサーの利用法など，

アプリの設計において十分留意するべき事項である

ことには変わりない．また，普段からスマホのバッ

テリー対策として，「位置情報サービスをOFF」にし

ている利用者もいる．この場合，位置情報サービス

をONにすることを確認する必要がある． 
 

(4) スマホに不慣れな参加者への対応 

スマホに慣れた参加者を対象に，長期間調査する

場合と，スマホに慣れていない方も含めて参加者を

増加されることを重点化した場合で，留意するべき

点は異なる．例えば，スマホに慣れた参加者では，

当然のこととして知っている事項を，慣れていない

人には適切に指示する必要がある． 

誰でも簡単に参加できるように，出発・到着ボタ

ンのみのアプリを利用する場合でも，参加者がスマ

ホの電源を切る，フライトモードにするなど意図せ

ずに，アプリを終了させてしまう場合があることに

注意が必要である． 

限られた参加者を対象に，長期間調査を実施する

場合は，説明会を開催し，不明な点を聞き，調査途

中のデータも確認しながらの実行が可能である．一

方で，単発の参加者を増やした調査では，それらが

難しいことに依存した課題もあることを理解してお

くべきである． 

 

(5) 個人情報保護 

アプリのプライバシー・ポリシーを構築すること

は，アプリ・マーケットに位置情報を利用するアプ

リを公開する際には，要求事項となっている場合も

ある．アプリの利用規約も含めて，的確な文書を公

開し，それを遵守することが求められる．分析者お

よび分析補助者を含めた個人情報保護への意識を徹

底するべきである． 

事故やトラブルが発生することは，当該調査への

影響だけでなく， 類似調査への信頼性を損なうこと

にもつながるため，厳重な注意が必要である．大規

模な調査を実施する場合に，プライバシー保護につ

いては，典型的に質問される内容である．質問者に

納得いただける答えを，わかりやすく，示せる準備

をすべきである． 

 

(6) 貸与型端末の有効性 

平成26年度の回遊調査では，スマホを保持してい

ない層の動きを把握するためにタブレット型端末で

あるNexus 7 (2012年モデル)を貸与した．これは，

Nexus 7は，GPS付きでありながら，Wifi型端末であ

れば，当時の市場価格でも1台2万円を切り，コスト

パフォーマンスが高いと判断したためである．ただ

し，以下の点で，課題が残った． 
・今回のアプリでは， Wifiに接続していないと，デ

ータが送信されない設定であったため，現地で，モ

バイルWifiルーターなどを準備したが，接続不良な

どで，少なくないデータが欠損した． 
・GPSが起動するまでに時間が要するため，位置情

報の精度が一部不十分であった．スマホに付属した

GPS端末では，携帯電話の基地局の情報も利用しな

がら位置を特定するため，精度が高いが，GPSのみ

での位置特定は，時間を要する  (いわゆるコール

ド・スタート) 場合がある． 
・レンタル型のスマホは，当時，高価格であったた

め採用していない．ただ，その利用や3G/4G通信が

可能なタブレット端末の準備が効果的である可能性

がある．また， データ送信が出来ない場合はア

プリ内にデータを一時保存し，次回接続後にデータ

をまとめて送信する仕様でアプリを設計することが

望ましい．貸出端末においては返却ポートにモバイ

ルWi-Fiルータもしくはテザリング可能なスマート

デバイスを準備し，調査終了時に確実にデータ送信

を行う必要がある．また，レンタル端末の盗難対策

も必要である． 
 

5.2.   各種調査の特徴の整理 

 

GPS 携帯電話などをレンタルする形式による既存

のプローブ・パーソン調査は，紙媒体調査と比較し

て，1) 調査対象者の負担が少なく，2) 長期間の調

査が可能で，3) 調査対象者の記憶に頼らないので正

確であり，4) 特に経路情報などの精度の高い結果が

得られることが知られている．ただ，大規模サンプ

ルで実施するには端末のレンタル費用，通信費用が

かかるという課題があった．スマホ・アプリ配布型

の調査では，調査対象者の普段利用しているスマホ

を利用すれば，基本的に追加の通信費用がかからな

いという特徴がある．また，最近，急速に精度が向

上しているスマホの音声入力機能を利用すれば，ト

リップ目的情報や手段情報の追加入力がより容易に

なるという可能性がある．(表 5.1.1)．第 4章で示し

ているように，スマホ調査ではトリップの出発・到

着時刻が正確になることも特徴である． 
通常の PP 調査は，大規模には実行しにくいのに

対して，スマホ調査は大規模化が可能である．ただ，

サンプルの偏りの問題は解決されていない．スマホ

調査でも，粗いゾーン単位で時間帯別 OD 表程度の

粗い情報を取得するものと，少数サンプルで詳細な

データを取得するものの 2 方向のデータの質を志向

することがありうるだろう． 



38 

 

5.3.   国内外のスマホ調査の動向 

 

交通調査のためのスマートフォンのアプリは，最

近多数，開発，公表されている．我が国における事

例としては，(株)トランスフィールドによるAndroid
用アプリ「PP」が2011年10月に発表され，この他，(株)
ドーコンによる「毎ログ」31)，「Bicycle Planner」32)，

「つくログ」33)がある．海外では，MIT-シンガポー

ル研究チームによる，「Future Mobility Survey」34)，

「Cycle Track」などがあり，米国交通学会(TRB)の交

通調査委員会 (Travel Survey Committee)がWebで公

表しているOnline Travel Survey Manual35)にも事例が

まとめられている．このように，スマホ・アプリを

利用した交通調査の研究は，この分野で注目を集め

ているトピックであり，競争も激しい36)．  
2014年11月に開催された交通調査手法に関する国

際 会議 (10th International Conference on Transport 
Survey Methods, Nov. 16-21, 2014)では，50件程度の発

表の内，スマホ調査の研究が15件程度発表された37)．

この調査手法が国際的な潮流であることが確認でき

る． 
この会議で多様なスマホ・アプリが開発されてい

ることが紹介されている．異なる点として，デザイ

ンなどのユーザ・インターフェイス，出発・到着ボ

タンを押すのかどうか，取得したデータの修正・追

加・削除の可能性 (Webダイアリー，もしくはスマ

ホ上か)，修正したデータのみをサーバにアップする

のかどうか，移動手段，目的も移動時に入力するの

か，それとも自動判別されたものを後に修正するの

か，バッテリー問題に対応して，データ取得間隔を

変更可能かどうかなどである． 
スマホ調査の課題として会議で議論されていたの

は，サンプリングの方法，機種依存への対応，ラン

ダム性の確保，サンプリング・フレームの設定方法，

重み付けの方法，セルフ・セレクション問題である．

この他，調査の設計方法，参加者のスマホに慣れて

いるかどうかへの対応，事後的なデータの処理方法，

ライフ・ログカメラの利用可能性，端末不保持者へ

の調査の方法． 乗り換え地点，データクリーニング，

マップ・マッチング，トリップ属性の付与，目的，

同乗者人数の考え方などがある．世界各地で同様な

アプリを別々に開発しているが，スマホ調査に共通

した課題も多いので，経験を共有することが重要と

会議でも強調されていた．  
 

5.4.   ガイドラインの作成方針 

 

前項で紹介した国際会議での議論にあるように，

スマホ調査は，いまだ成熟した技術ではなく，多様

な都市でのプロジェクトの経験を共有することが重

要である．この意味で，次項では，熊本での経験に

基づいて，今後同類の調査を実施する際の留意事項

をまとめたガイドライン案を提示する．もちろん，

このガイドラインは，決定版ではなく，他のプロジ

ェクトにおけるスマホ調査の実施経験者との情報共

有，情報交換を踏まえて，改訂などの作業を行うこ

とが重要である．本プロジェクトに関わっている主

体からの意見は盛り込んでいるつもりであるが，反

映が十分でない可能性はある．あくまでたたき台と

して理解いただければ幸いである．また，スマホは，

技術の進歩が著しい分野である．このガイドライン

案の記載内容の有効期限は，短期間であるものも多

いであろう．ガイドライン案の使い方としては，こ

こに記載した細かな事項に従うことよりも，その背

後にある基本的な調査に対する姿勢をくみ取ってい

ただければ幸いである． 
 

5.5.   スマホ型交通調査の実施ガイドライン（案） 

 

以下に示す．

表 5.1.1 各交通調査手法の比較 

 紙面調査 プローブ・パーソン調査 
（既存 PP 調査） スマホ・アプリ配布型調査 

調査対象者の負担 大 小 小 
調査運用費用 大 中（配布機器の貸料，通信費） 中 

調査期間中の問い合わせ体制 通常 必要 必要，重要 
調査結果の検証費用 通常 重要 特に重要 

調査初期投資 基本 既存のものの利用可 アプリ開発費など 
精度 低い 高い 高い 

データ処理の労力 紙から数値データへ 処理技術の高度化 処理技術の高度化が必要 
信頼性 低い 高い 高い 

調査日時 秋の平日 複数日可 複数日可 
経路 難しい 取得可 取得可 

バス停・IC・発着時刻 精度低い 取得可 取得可 
目的 記入 入力 入力（音声入力等） 

手段 記入（アンリンクト・

トリップの抜け落ち） 入力 or 加速度等判定 入力 or 加速度等判定 

回答サンプルの偏り 若年層の回答少ない 同意してもらえる方 スマホの所持者のみ 

謝礼の方法 通常の方法 郵送・手渡し等 レンタル端末

の返却と交換など 
多様 スマホのポイント等

も活用可能 
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1. ガイドライン(案)の目的 
 
本ガイドラインは，スマホ型交通調査を実施する

際に，参考となる留意事項をまとめたものである． 
人や車の移動を計測する交通調査は，交通計画・

交通政策の立案のための基礎的かつ重要なデータを

収集する．道路交通センサスやパーソン・トリップ

(PT) 調査などの交通調査は，人や車の動きをトリッ

プ単位で把握している．既存の調査では，回答を紙

面に記入する場合や，Web に入力する場合が多い．

これらの調査では，移動の記録が調査参加者の記憶

に頼っているために，特に出発・到着時刻について

正確性が低い，移動の経路情報が把握しにくいなど

の課題があった．これらの課題に対応して，GPS 携

帯電話などをレンタルする形式によるプローブ・パ

ーソン調査は，紙媒体調査と比較して，1) 調査対象

者の負担が少なく，2) 長期間の調査が可能で，3) 調

査対象者の記憶に頼らないので正確であり，4) 特に

経路情報などの精度の高い結果が得られることが知

られている．ただ，大規模サンプルで実施するには

端末のレンタル費用，通信費用がかかるという課題

があった．スマホ・アプリ配布型の調査では，調査

参加者が自分自身で保有しているスマホに専用の調

査アプリをインストールし，その GPS 機能を利用し

て調査を記録するものである．スマホの契約はデー

タ通信量に関しては料金定額プランが多いため，調

査対象者の普段利用しているスマホを利用すれば，

追加の費用がかからないという特徴がある．今後，

スマホ調査の活用機会の増加が期待されている． 
ただ，このスマホ調査は，正確性の向上や費用の

低下というメリットが強調される反面，新たな技術

であるため課題も少なくない．スマホ調査の実用化

に向けては，多くの調査経験をもとに，関係者で課

題を共有し，克服していく姿勢が重要と考える． 
 
本ガイドラインは，筆者 (熊本大学円山琢也) の

経験をもとに，スマホ調査における留意事項を記載

している．内容についてのご意見や修正事項などの

ご指摘をいただき，今後このガイドラインの改訂や

スマホ調査の改善につなげることで，よりより交通

調査や交通計画・政策の立案につなげることができ

れば幸いである． 
 
2. ガイドライン(案)の対象 
 
調査参加者を一般から募集し，参加者自身の保有

するスマホに調査のアプリをインストールすること

で実施する交通調査全般を対象とする． 
既存の道路交通センサス，PT 調査と同様に都市圏

レベルの人や車の移動を基本的な対象としているが，

都心部の回遊調査など狭い範囲での調査も念頭にお

いている． 
なお，都市間交通や，観光回遊調査などにもスマ

ホ調査は適用可能とは考えるが，筆者の経験が少な

いため，それら特有の課題についての記載は今後の

課題としたい． 
 
3.  ガイドライン(案)における用語定義 
 
スマホ： スマートフォン  
アプリ： スマホ上で動作するアプリケーション．ソ

フト 
スマホ調査：調査参加者自身が保有するスマホに専

用のアプリをインストールし，スマホの GPS 機能

などで移動軌跡情報などを取得する調査．スマホ

型交通調査，スマホ型調査，スマホ PP 調査，ス

マホ・アプリ配布型調査などとも呼ばれる．広義

には，スマホを調査参加者に貸与して実施する調

査や，スマホのアプリをカウンター代わりにして

断面交通量調査を行うものもスマホ調査と呼び

うるが，本ガイドラインは，それは含めない． 
PP 調査：プローブ・パーソン調査．本ガイドライン

では，GPS つき携帯電話を貸与して実施する調査
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を PP 調査と呼び，スマホ調査と区別する． 
タブレット端末: 具体的には， Nexus 7 ，iPad,など．

モバイル通信機能，GPS 機能も付属した機種があ

る．  
調査参加者：スマホ調査に参加した人．被験者と呼

ばれることもある 
 
4. 調査実施の準備 

 

(1) 調査実施体制 

調査主体の構成としては，上位組織として，調査

の目的，予算，調査日程，人員配置などを検討・決

定する統括的な組織に加えて，アプリの技術開発を

行う組織，調査員の教育・配置を行う組織，プライ

バシー・ポリシーなどの調査の法律面を検討する組

織，などがありうる． 
調査主体は，行政，(国，地方自治体)，公共団体，

大学など研究組織がありうるが，調査主体に含むべ

き関係者や連携すべき主体がいないか確認するべき

である．ノウハウをもった大学研究者や国の研究機

関，コンサルタントへの外部アドバイスや支援を求

めることも有効である．最近のスマホ調査実施事例

を参考にすることは有用であり，国内外の研究事例

を確認すべきである． 
調査を大規模に実施する場合，地元の新聞社など

のマスコミへも調査の趣旨などを説明しておくと良

い．都心部調査の場合，地元の商店街組合などステ

ークホルダーを把握し，事前に調査の意義などを十

分の説明しておききたい． 
 なお，他の調査と比べて，スマホ調査において特

に重要なのは，調査部隊の機動力，先進的なことへ

の取り組みへの熱意である．技術力と熱意のある構

成員を巻き込むこと，調査補助員などを含めた構成

員の熱意，士気を高めることも求められる．スマホ

の技術の進歩は著しいが，その技術を把握し，可能

であれば，調査に反映したい．例えば，SNS (ソーシ

ャル・ネットワーク・サービス) など，スマホユー

ザが敏感に反応しうる媒体への広報活動など，迅速

な対応ができることである．また，行政が主体にな

って実施する場合でも，そのような活動への理解が

得られるような関係者間での信頼関係構築は，スマ

ホ調査の成功のためには特に重要である． 
 
(2) 調査のスケジューリング 

本調査，調査の分析，分析結果からの政策提案の

検討に至るまでの調査スケジュールを設定する．後

述するが，本調査の事前のプレ調査・予備調査がス

マホ調査においては重要であり，そのための十分な

時間を確保したい．ただ，一方で，迅速性と機動力

のある調査の実施も重要であり，多少のミスは多め

に見て，それよりも毎年調査を実施して，調査を改

善しているという姿勢も許容されるべきであろう． 
 
(3) 調査の予算・費用の検討 

スマホ調査は，GPS 機器などの賃貸費用などが不

要であるため，既存の PP 調査よりも安価で，大サ

ンプルを取得できることが将来的には期待される．

ただし，現時点では，多様な機種でも動作を確認で

きるアプリの開発費，調査参加者の募集時や依頼時

の調査員の人件費，調査参加者への謝礼，データの

加工などに費用が要するのが実態である．安価な調

査が実施できると安易に期待するのは早まった考え

であるが，質の高いデータを取得するには，予算が

必要であることは認識するべきと考える．  
アプリ開発費，データ処理費などは，調査の固定

費に相当する．将来的には，スケールメリットが存

在しうるレベルになると，一人のサンプルあたりに

費用を大幅に削減しるうる調査であることには間違

いない． 
通信費用については，初期のスマホの契約はデー

タ通信量に関しては料金定額プランが多かったが，

最近の契約は，データ利用料に応じた料金の場合も

ある．調査に参加することで追加のデータ通信量が

どの程度発生するのか，それによる追加の費用につ

いては，検討が必要である．このほか，個人保有の

スマホのバッテリーを消費することへの対応として，

調査参加者に謝礼を準備することが望まれる． 
行政が関係した調査で，謝礼を設定する場合には，

その額の根拠付け，それを利用することで調査が効

率化できることを示す必要がある．また謝礼目当て

で複数回参加する層への対応も検討しておく必要が

ある． 
謝礼の設定にも工夫の余地がある．地元商店街の

協力を得るために，地域限定商品券を謝礼するとい

う判断もありうる．一般には，Amazon ギフトカー

ドをメールで送信するなども可能であろう．アプリ

の特殊な機能が利用できるなどもありうる． 
 

5.  スマホ・アプリの準備 

 

(1) 利用するアプリの選択 

スマホ型交通調査で利用するアプリについては，

以下の選択肢がありうる． 
 
a) 既存の健康管理アプリ・ライフログなど交通調

査以外のアプリを利用する 
b) 既存の交通調査アプリを利用する 
c) 新たな交通調査アプリを利用する 
 
それぞれに，メリット・デメリットがあり，以下

で整理する． 
  
(2) 既存のアプリを利用する場合 

a)の既存の健康管理アプリやライフ・ログアプリ

は，歩数や移動距離を自動的に判別し，アプリによ

っては，移動手段まで自動判別するものである．商

用アプリとして市場競争を勝ち残ってきたアプリに

は，アプリの性能も，操作性も極めて優れたものが

ある．アプリによっては，移動の情報も外部出力で

きる場合があり，調査参加者に，この外部出力デー
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タの提供を依頼するという方法がありうる．ただし，

このような利用が，そのアプリで許可されるものな

のかどうかは，アプリの利用規約などの確認が必要

であり，場合によってはアプリの開発者側とも正式

な交渉が必要となるであろう． 
この方法の利点は，既にそのアプリのユーザであ

る参加者のデータを膨大に入手できる可能性がある

ことであるが，課題として，無料でデータが利用で

きるとは限らないと考えられること，個人情報が含

まれうる交通調査データについて，調査主体が管理

し得ない第三者のサーバに蓄積され，データの秘密

保持などに責任が持てないこと，交通調査で必要な

データ(トリップ目的など)が不足している可能性が

あることなどである． 
 
b) 既存の交通調査アプリを利用する方法として

は，研究者や，開発者を通じて，既に開発されたア

プリを利用させてもらう方法である．質の高いアプ

リが既に開発済みであれば，それを利用できるのは

大きな利点である．課題としては，自分が取得した

いデータが，既存のデータで取得できるとは限らな

いことの他，a)と一部同様なことがありうる．アプ

リの開発という点に時間と労力を割かなくて良いの

は大きなメリットであり，今後促進が期待される． 
ただ，同様なアプリのみの研究が続くと，本来望ま

しいアプリ構築の検討はできなくなるため，調査の

対象と目的を明確にしておくことが望まれる． 
 

(3) 新たにアプリを開発する場合 

c) 新たな交通調査アプリを利用する場合は，アプ

リ構築の費用と労力がかかる点が大きなデメリット

であるが，自由に調査アプリを設計でき，調査デー

タをもとに，サーバも含めたシステムの構築を検討

できる点がメリットである． 
新たにアプリを構築する際の留意事項をまとめる．

新たに構築する場合でも，調査主体の内部で構築す

る場合と，調査主体外のアプリ開発者の専門業者に

委託する場合がありうる． 
 

i) OS の選択 
 現時点のスマホの OS は，Android と iPhone の 2
つが圧倒的なシェアを占めており，すべてのスマホ

保持者に対応するためには，2 つのアプリを準備す

る必要がある．ただ，筆者の知るかぎり，現時点で

は Android 用のアプリの開発と iPhone 用のアプリの

開発には，必要なプログラム言語から大きく異なっ

ており，両方を準備するためには，2 倍の労力を要

する．また，iPhone 用は，アプリのマーケットであ

る AppStore にアプリを公開するためには，Apple の

審査を通過する必要があることに留意が必要である．

iPhone5s 以降であれば，バックグラウンドでも加速

度センサーが動作するなど，機種に応じて Android 
と iPhone の機能は，異なっており，関連の専門書や

最新の Web ページを確認することが求めれる． 
ii) 機能設計 

交通調査のアプリとしても多様な設計がありうる．

出発，到着ボタンをタップのみから，移動手段，移

動目的なども入力するものものある．また，常時バ

ックグラウンドで起動しており，対象者の移動を検

知して，GPS などを起動させるという方法がありう

る．取得したデータについても，スマホから逐次デ

ータに送信する仕様，まとめて送信する仕様，デー

タを圧縮して送信する仕様などがありうる．また，

取得データを調査参加者が確認した後にサーバに送

信する仕様，調査参加者が修正/削除/追加した後にサ

ーバに送信する仕様などがありうる．交通手段や移

動目的などを加速度センサーや GIS の位置情報など

から自動的に判別する試みもありうる．先行研究や

公開されているアプリを参考にすることが求められ

る． 
重要な事は，高度なアプリの構築のためには，よ

り時間と労力を要するが，その類のアプリを調査参

加者が必要としているかどうかは別という話である．

参加者を増加させるためには，単純なアプリが有効

なこともある． 
iii) データの取得間隔 

GPS の取得間隔，加速度センサーの取得間隔が，

スマホ調査において，データの質に影響する設定値

であり慎重に定める必要がある．細かい単位で取得

したほうがデータの精度は高まるが，バッテリー消

費量が多くなるというトレードオフの関係にある．

後述するプレ調査において検討するべき事項である．

また，都心部の回遊調査なのか，車両の動きを把握

する調査なのかで，必要なデータ取得間隔は異なる

ことにも留意が必要である．加速度センサーの情報

で，移動・滞在判別などの活動の自動識別を行う予

定であれば，設定したデータの取得間隔で分析が可

能かどうか事前に確認するべきである． 
iv) 機種依存への対応 
端末配布型の PP 調査と異なりスマホ調査調査は，

参加者自身のスマホを利用するため，それに依存し

た問題への対応を十分配慮する必要がある． 
例えば，省エネルギー設定が端末独自の設計でさ

れている場合，GPS の機能を利用する交通調査アプ

リは自動的に終了させされる可能性がある． この他，

他のアプリとの相性，同様なアプリを動作させてい

た場合の状況などを確認するべきである． 
後述するが，プレ調査の段階でなるべく多種の端末

で動作確認をしておくべきである． 
また端末に搭載されている GPS，加速度センサー

の機種・精度によって，位置情報などの精度は異な

りうる．以上のことを踏まえると，調査参加者の端

末情報を取得できれば調査の質の担保・確認には望

ましい．これは，アプリ上で自動的に取得する設定

もありうるが，許諾をえることが必要となる場合も

あるので．Apple, Google の開発者規約を確認するこ

とが必要である． 
スマホの OS のバージョンによって，アプリが動

作しないことを避けるため，より多く OS のバージ

ョンには対応したい． 
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また，OS のバージョンによっては，アプリで位置

情報を取得できるために条件が厳しくなっている場

合もあり，最新の開発者向けの情報を確認すること

が求められる．例えば，プレ調査時には，問題なく

動作していたものが，本調査時には，OS の新しいバ

ージョンが公開されて，既存のアプリでは位置情報

が取得できないといった事項が発生しうる．調査対

象期間にスマホの OS のバージョン・アップが予定

されていないかどうか，それへの対応の必要性など

を検討するべきある．例えば，Apple の開発者向け

の情報をフォローしておく必要がある．なお，これ

らの最新の情報は英語で提供される場合が多い． 
 
6.  個人情報保護 

 

(1) プライバシー・ポリシー，利用規約などの準備 

プライバシー・ポリシー，利用規約については，

既存の文書も参考にしながら作成し，それを遵守す

ることが必要である．プライバシー・ポリシー，利

用規約は，公開していることが，アプリの審査時に

求められる場合もある．必要に応じて，調査の個人

情報管理計画を策定し，関連機関の確認を受けるこ

とが望まれる．個人情報保護法，自治体の個人情報

保護条例，大学等の個人情報保護規則などに従って

いることを確認したい．調査の内容によっては，大

学内の倫理委員会などを経ることを要求される場合

もあり，準備が必要である．可能であれば，弁護士

によるリーガル・チェックを受けることも望まれる． 
(2) 調査関係者への教育・指導 

分析者および分析補助者を含めた個人情報保護へ

の意識を徹底するべきである．事故やトラブルが発

生することは，当該調査への影響だけでなく， 類似

調査への信頼性を損なうことにもつながるため，厳

重な注意が必要である． 
個人の特定につながりうる自宅の位置情報は，取

得後早めに削除し，個人情報となりえないデータで

分析を進めることが望ましい場合もある．不必要に

データの一部を削除することは，データの質を低め

ることに他ならないが，調査の信頼性を確保してい

くことを最優先すべきである． 
大規模な調査を実施する場合に，プライバシー保

護については，典型的に質問される内容である．質

問者に納得いただけるような，わかりやすく，答え

られる準備をすべきである． 
 
7. プレ調査の実施による改良 

 

他の交通調査においても同様であるが，プレ調査，

予備調査は，スマホ調査の実施において特に重要で

ある． 
 

(1) アプリの動作確認 

アプリの動作確認は，まず，アプリ開発者チーム

内で，なるべく多くの端末で動作確認を行うべきで

ある．利用が想定される古い機種や販売されて間も

ない新機種についても確認できることが望ましい． 
取得されたデータで，想定している分析を事前に

ひと通り実施するべきである．例えば，移動滞在判

別や，手段判別を調査後に実施する場合に，必要な

位置情報の精度や，加速度の取得間隔が十分かを確

認するべきである． 
プレ調査は，調査対象地域で実施すべきで，建物

内外の影響で，GPS 情報がとれるかどうかなどにつ

いても事前に情報を整理しておきたい． 
以上を踏まえて，このことで，アプリの設定を改

良する． 
 

(2) 調査全体のプレ調査 

アプリの開発者チーム以外の人間に依頼し，調査

の依頼から，アプリ動作確認，などの調査一連の流

れを体験してもらい，感想や，トラブル事例を収集

する．通常の調査参加で必要なデータ通信量をもと

に，一般的なスマホのデータ通信料の契約で追加料

金などが発生しないかどうかも確認したい． 
調査参加者への依頼もプレ調査を実施するべきで

ある．例えば都心部回遊調査への参加者を当日に勧

誘する場合は，どの程度の参加率が見込めるのかが

想定できる．また，必要な謝礼なども検討できる． 
 
8. 本調査の実施前・実施時の留意事項 

 

 (1) 調査前の調査員の教育 
調査依頼や問い合わせ電話への対応を行う調査員

への教育が重要である．調査の趣旨を正しく理解し，

必要に応じて自分のコトバで説明できるようになっ

ている必要がある． 
また，調査員は自分がスマホを利用しており，ア

プリのインストールなどへの知識をもっていること

が望ましいので，大学生などが有望である．Android 
は，端末によって (アン) インストールの方法が異

なり，調査員の入念な教育が必要である． 
 
問い合わせ電話への対応時においても，まず通常

の担当者で判断できる内容，少し高度な内容，最終

的に調査責任者が対応する内容と分類しておくこと

が望ましい．また，電話にかぎらず，メールなどで

の問い合わせへの，迅速に丁寧に対応できる対応と

しておく必要がある． 
調査のネーミングも重要である．熊本の事例では，

「まち歩き調査」では，親しみを持ってもらうこと

を意図していたが，単に歩けば良いと思われ，普段

とは異なる回遊行動をした方も散見された．何を目

的にした調査なのかをわかりやすく説明できるネー

ミングがあると良い． 
 
(2) レンタル端末の有効性 

スマホを保持していない層への対応としてレンタ

ル端末貸与は有効である．ただし，どのような端末

を準備するかは検討が必要である．Wifi 型のタブレ

ット端末は，GPS 機能を付属しても価格が安く，ス
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マホのアプリも動作するため有望に思えるが，デー

タの送信がきちんと行えるかどうかなどの動作確認

をしておくべきである．GPS のみの端末では，GPS
が起動するまでに時間が要するため，位置情報の精

度が一部不十分であった．スマホに付属した GPS 端

末では，携帯電話の基地局の情報も利用しながら位

置を特定するため，精度が高いが，GPS のみでの位

置特定は，時間を要する場合がある．レンタル端末

を利用する場合には，盗難防止にも万全を期す必要

がある． 
 
(3) 調査実施時の対応 

調査期間内においても，アプリの致命的なエラー

などが発生したときへの対応として，アプリの開発

者が待機しておく必要がある．ただし，調査期間内

において，バグ対応であっても，アプリのバージョ

ン・アップを行うことは原則として避けるべきであ

る． 
第一の理由は，バージョン・アップには，開発，

アプリの審査，配布に時間がかかることがあるため

である．さらに，最新版のアプリにバージョン・ア

ップするかどうかは， ユーザが判断することである

ため，バージョン・アップされない可能性もあるた

めである． 
第二に，複数のバージョンのアプリが存在して，

得られたデータがどちらのバージョンのアプリであ

るのかが混同し，分析結果の適切な解釈に影響を与

える可能性があるためである． 
第三に，バージョン・アップしたアプリに別のバ

グが混入する可能性があるためである．これは，再

度の入念なプレ調査を実施することで対応できる． 
判断が難しいのは，プレ調査，予備調査で改良す

るべき点が発見されたが，本調査までの時間があま

りない場合である．アプリ開発者の作業時間確保の

見通しを立てて判断することが望まれる． 
 
(4) スマホに不慣れな参加者への対応 

以下の様な参加者がいた場合，基本的に依頼は中

止するべきである． 
・ アプリの対応外の古い OS のバージョンを利用

している場合 
・ アプリのインストールに必要な ID，パスワード

を知らない場合（Google account, Apple ID など） 
・ スマホの容量に余裕が無い場合 
参加者自身の保有するスマホで実施するというこ

とは，このように多様な参加者，端末を想定すると

いうことなのである． 
 
(5)インターネット上での評判への対応 

スマホ・アプリの性質上，そのアプリの評価をユ

ーザが容易にアプリのストアなどに書き込める仕組

みとなる． 
既存の郵送や Web 型の調査では，調査本部への問

い合わせがされていた内容を，直接，Web 上でだれ

でも閲覧できる状態で書き込まれる可能性があるこ

とに留意しておく必要がある． 
レビューの内容は，好意的なものに限らず，アプ

リが使いにくいなどの批判的な内容となりうる．こ

れらに対しては，アプリをなるべく使いやすく，か

つ使いたいものとすることが，事前にまず求められ

る．一方で，アプリの改善に関するレビューの内容

については，可能な範囲で即時に対応できる体制と

しておく必要がある． 
また，基本的に，Web 上に書き込まれる情報に一

喜一憂しない姿勢が調査実施主体側には求められる

であろう． 
 
9. 調査後の分析方法・分析結果の公開 

 

(1) サンプリングへの配慮 

現時点では，スマホ調査は，ランダム・サンプ

リングとは程遠いアプローチが取られる事が多い．

少なくとも，どのように調査参加を依頼したのか

は把握しておくべきと考える．調査を依頼して，

拒否された人の大まかな属性だけでも把握してお

くと，本来の母集団に対して，得られたサンプル

がどのように偏りうるのかの検討をつけることが

できる．依頼に対する協力率も把握しておくと良

い． 
くまもとまち歩き調査の場合，依頼者 10 人に対

して 1 人程度の協力率であった．また，家族連れ

が参加しやすい，男性成人一人歩きは参加しにく

いなどの傾向の情報が，調査員から得られている．

これらの調査参加傾向を，システマティックに把

握しておくと良い． 
ただ，ランダム・サンプリングでなくとも，有

用な分析は行える場合もあることは強調しておき

たい． 
 
(2) データの分析公開 

 多くの関係者の協力のもと実施している場合が多

いため，調査結果について，速報的に公開するとよ

い．特に個人が特定されない分析がされていること，

また，そのような分析でも，対象地域の特性を把握

するのに，既存の調査では取得が困難な有用なデー

タが得られていること，政策につながることを継続

的に発信できると，再度の調査実施，改善，政策課

題への対応がしやすくなる． 
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第６章 研究成果のまとめと今後の課題・展望 

 

 

 

 
6.1.   3年間の成果のまとめ 

 

(1) スマホ・アプリ配布型交通調査手法の開発と PT

調査と連携した調査実施 
平成 24 年度秋の熊本都市圏 PT 調査と同時に，ス

マホ型交通調査を実施した．アプリについて，iPhone
版と Android 版の両方を準備し，1 万世帯を超える

世帯に依頼した試みは，2012 年当時において，世界

的にも先進的な事例といえる．平成 24 年度調査では，

謝礼を準備できなかったこともあり，参加者は 97
名にとどまったが，平成 25 年度は，都心部回遊調査

を，スマホ調査型で 500 円の謝礼を準備して実施し，

1,086 名のサンプルを確保した．また平成 25 年度に

は，貨物車プローブ調査をスマホ調査で実施し，7
社 21 名の参加を得た． 

 
(2) スマホ調査への参加有無を含めた交通調査参加

選択行動分析 

スマホ調査の結果を母集団に拡大するためには，

参加者にどのような偏りが生じてるのかなどを精査

することが重要である． 
この視点で，平成 24 年度のスマホ調査の参加者を

見ると，男性，30～40 歳，単身世帯，公的サービス

業の従事者が多いことが分かった．また，スマホ調

査の参加者の平均トリップ数は，PT 調査の平均値よ

りも高く，これは，属性の偏りを考慮しても高い値

であった． 
また，PT 調査に参加するか否か，参加する場合に，

紙媒体で回答するか，Web で回答するか，さらにス

マホ調査に参加するかどうかを記述するモデルの構

築を試みた．このモデルは，高齢者が PT 調査に参

加する傾向であること，単身世帯は不参加傾向であ

ることが表現できている．また，低層住居専用地域

と中高層住居専用地域に住む人が PT 調査に参加傾

向で，特に低層住居専用地域に住む人の参加率が高

いこと，つまりマンション居住者の調査参加率の低

下を間接的に表現したモデルとなっている． 
 

 
(3)スマホ・アプリの技術的改良・データ分析の検討 

 スマホ・アプリの技術的改良については，以下の点

の検討を実施した．本報告書では割愛しているが

Bluetooth 技術を利用したアプリの省電力化のアイ

デアを提案し，それを実証している 2)．また，モビ

リティ・マネジメントのスマホ・アプリへの展開を

示し，歩数計とランキング機能を組み合わせること

で，アプリの利用者を増加させうることを示した． 
また， スマホ調査結果の特性を活かしたデータ分

析として，カーネル密度推定，カーネル移動圏推定，

機械学習手法による移動滞在判別についての基礎的

な分析を実施した． 
平成25年度には，30サンプルを対象に，5日間で，

紙調査，Web 調査，スマホ調査を比較する調査を実

施し，それら調査手法の違いに伴う結果の違いにつ

いての考察を深めた． 
 

(4)スマホ調査のガイドライン案の作成 

平成24～26年度の3年間で実施したスマホ調査の

経験をもとに，他の類似調査の参考となるガイドラ

イン案を作成した．スマホ調査の実査で検討するべ

き課題は，アプリの設計・開発・公開法，スマホの

バッテリー問題，スマホに不慣れな参加者への対応，

個人情報保護の考え方，貸与型端末の有効性，アプ

リのバグへの対応，機種依存問題，謝礼の考え方な

どがある．これらは，国内外のスマホ調査の研究で

も共通の課題としてとらえられている場合がおおく，

調査の経験を共有することが重視されていることを

確認した．この経験の共有においても構築したガイ

ドライン案をたたき台にして検討することが有効と

考えられる． 
 
(5) 発展的利用者均衡モデルの実用化と改良提案 

平成 24-25 年度の研究として，短期の予測の利用

を前提としたトリップ・チェイン型均衡モデルを長

期の予測に利用可能とするための考え方を提案した．

平成 26 年度は，委託研究の内容から外れているため，
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本報告書には記載していないが，2 時点の PT データ

を利用して，提案手法を検証する方法を提案し，実

際に熊本都市圏のデータで検証も試みている38)． 
 
 

(6)高度な交通分析技術を理解する専門家の人材育

成 

 本研究プロジェクトと連携して実施していた熊本

都市圏 PT 調査の関連の会議・打合せを含めると，

地元行政担当者，コンサルタントなどとの打合せ等

を，3 年間で延べ 150 回程度実施している．これら

の打合せ等によって，スマホ調査に限らず，高度な

交通調査・分析・予測技術に対する理解度の向上に

つながっていると期待される． 
 
 
6.2.   今後の課題・展望 

 

(1) 回遊行動データなどスマホ調査結果を利用した

活動行動分析の高度化 

都心部回遊行動データ分析については，スマホ調

査データの特性を活かしたより高度な分析が可能で

ある．移動・滞在判別についても，より詳細な活動

分類での判別や，滞在時間モデルについても，離散・

連続モデルの適用などが挙げられる．必要な加速度

データの密度や，教師データの作成法などについて，

平成 25 年度の調査データから得られている教訓も

多いため，それを反映した継続的な調査実施も望ま

れる． 
 
(2) 調査参加選択モデルの応用 

調査参加選択行動分析は，交通調査の回収率が全

国的に低い状況において，無回答バイアスの影響精

査のためにも，より取り組むべき価値のある研究テ

ーマである．本プロジェクトで提示した方法は，全

国他都市でも適用可能である．他都市での適用検討

との比較分析なども興味深い．また，参加選択モデ

ルを利用した調査結果の拡大方法についても検討を

深める必要がある． 
 
(3) アプリの技術的改良: 自動入力・簡易入力・ス

マホ上での情報修正 

本研究で開発したのアプリは，時刻と緯度経度，

加速度情報を取得するのみであったが，交通手段や

トリップ目的等の属性情報を自動的に付与するため

の技術開発に取り組みたい．加速度センサーからの

情報から交通手段を判別する先行研究は存在するが，

バス・鉄道の路線図情報などの既存の多様な情報，

過去の自己の移動軌跡 (属性付与済み) を利用した

移動属性を付与する技術に取り組みたい．誤った情

報が含まれる移動軌跡について，スマホ上での修正

や削除を可能とする機能を付与させたい．また，加

速度センサーの利用により，移動の発着の入力漏れ

を防ぐ機能も実装することが望まれる． 
また，留学生の母国での交通調査アプリの活用や，

外国人観光客への周遊調査に向けてアプリを多言語

化することも有効であろう． 
 

(4) 調査に参加するインセンティブ付与のあり方の

検討 

健康増進アプリとの連携など，交通調査アプリを

利用することが被験者に直接的にメリットとなるよ

うな仕組みを検討したい．スマホ上でポイントが付

与されるなど，スマホならではの仕組みがありうる

と考えられる．本年度に提示した，ランキング機能

などのゲーミフィケーション的機能を導入すること

はスマホ・アプリと親和性が高いと考えられる． 
 

(5) スマホ調査の経験の共有によるガイドライン案

の改訂 

現在，国内外でスマホ型交通調査の研究は活発に

行われているが，共通の課題も多い．調査実施の経

験や課題解決に向けた取り組みを共有することが重

要である．本報告書で提示したスマホ調査のガイド

ライン案をたたき台にとして，よりより交通計画/
交通政策立案に向けた，望ましいスマホ調査の可能

性と限界の整理を行うことが望ましい．関係者の議

論をもとに，ガイドライン案を改訂し，公開してい

くことが，スマホ調査への信頼感を高めることにも

つながると考える．  
 

  



46 

 
参考文献 
 
1) 石田東生: 危機にある大規模交通調査, 交通工学, 

Vol.46, No.2,pp.1~2, 2011. 
2) 野原浩大朗, 円山琢也: スマートフォン型交通調

査の開発・試行・改良, 第 48 回土木計画学研究

発表会・講演集, #132, 2013.11  
3) 井村祥太朗, 松田佳佑，野原浩大朗，円山琢也: ス

マートフォン型交通調査の参加者の属性と意識

分析, 第 48 回土木計画学研究発表会・講演集, 
#133, 2013.11 

4) 円山琢也, 平原雄太郎: スマホ調査を実施した

PT 調査における調査参加選択行動モデルの構築, 
第 49 回土木計画学研究発表会, 2014.6. 

5) 高橋勝美, 平見憲司, 森尾淳, 西野仁: 我が国の

パーソントリップ調査の無回答状況とその要因

に関する考察, 第 39 回土木計画学研究発表会・

講演集, #283, 2009. 
6)  円山琢也： スマホ・アプリ配布型大規模交通調

査の可能性,交通工学, Vol. 48,  No. 1,  pp. 4-7, 
2013． 

7)  井村祥太朗, 松田佳祐, 野原浩大朗, 円山琢也： 
スマートフォン型交通調査の参加者の属性と意

識分析，第 48 回土木計画学研究発表会・講演集, 
2013 

8)  小嶋文, 久保田尚: 調査主題への関りからみた

サイレント層の生成と特徴∼地区交通問題に関す

る調査を対象として∼, 土木学会論文集 D, Vol. 64, 
No. 3, pp.367-379, 2008. 

9)  小嶋文, 久保田尚: 社会科学分野におけるサイ

レント層研究の現在と交通計画への適用, 第 39
回土木計画学研究発表会・講演集, 2009. 

10) 張峻屹，土屋善之，藤原章正: 自主申告型交通

行動調査の受容性 , 交通工学 , Vol. 46. No. 2, 
pp.37-42, 2011. 

11) 山本俊行, 森川高行: 地域間競合を考慮した買

物頻度モデルの構築 , 都市計画論文集 , 48(3), 
459-464, 2013. 

12) 山形 耕一: パーソントリップ調査における調

査不能誤差と層別拡大に関する研究,  土木学会

論文報告集, No.343, pp.121-129, 1984. 
13 ) Maruyama, T., Mizokami, S., and Hato, E.: A 

smartphone-based travel survey trial conducted in 
Kumamoto, Japan: An examination of voluntary 
participants’ attributes, Transportation Research 
Board 93rd Annual Meeting Compendium of Papers, 
#14-0997, Washington D.C. 2014. 

14) 円山琢也,照屋尚大: 選挙投票率と PT 調査参加

率の比較分析, 第 51 回土木計画学研究発表会, 
2015. 

15) 伊藤創太, 羽藤英二: 観測規模と精度が異なる

PT/PP データを同時に用いた活動場所選択モデ

ル, 土木計画学研究発表会・講演集, Vol. 46, 2012. 
16)  Ito, S. and Hato, E.: Combined estimation of 

activity generation models incorporating unobserved 
 

 
small trips using probe person data ,  Journal of the 
Eastern Asia Society for Transportation Studies, Vol. 
10, p.525-537, 2013. 

17) 円山琢也, 宮原進, 三ヶ尻祐司, 佐藤嘉洋: 郵送

型 PT調査における動的な予備調査票の投入手法

の提案, 交通工学論文集, 第 1 巻,第 2 号(特集号
B), pp.B_76-B-81, 2015.2. 

18) 野原浩大朗，福所誠也，井村祥太朗，円山琢也: 
スマホ・アプリを利用した熊本都心部回遊調査の

分析, 土木計画学研究・講演集, Vol. 49, 2014. 
19) 荒木雅弘, 溝上 章志: まちなか回遊行動の詳細

分析と政策シミュレーションのための予測モデ

ル, 土木計画学研究・講演集, Vol. 50, 2013. 
20) 溝上章志: まちなかでの回遊行動を測る-調査と

分析方法のフレームワーク-, 都市計画, Vol.63, 
No.6, pp.64-67, 2014. 

21) 西野至，西井和夫：京都観光周遊行動データを

用いたハザード関数型滞在時間モデル，都市計画

論文集，35, pp. 727-732, 2000. 
22) 辰巳浩, 堤香代子: 福岡市都心部における休日

の回遊行動に関する研究 : JR 博多シティの開業

にともなう回遊行動および意識の変化, 都市計

画論文集, Vol.48-3, pp. 951-956, 2013. 
23) 氏原岳人, 阿部宏史, 入江恭平, 有方聡: 二極の

特性の異なる商業エリアを有する中心市街地内

の回遊行動の実態分析:岡山市の中心市街地を事

例として, 都市計画論文集, Vol.49-3, pp.801-806, 
2014. 

24) 古谷 知之: 携帯型位置情報端末を用いた観光

行動動態の時空間データマイニング : 箱根地域

を事例として, 都市計論文集 , Vol.41-3, pp.1-6, 
2006. 

25) 大山雄己, 羽藤英二: ボロノイ分割ネットワー

クを用いた逐次移動-滞在選択モデル, 都市計画

論文集, Vol.48-3, pp.1107-1112, 2013. 
26) 大山雄己, 福山祥代, 羽藤英二: 活動欲求を考

慮した離散-連続モデルによる小滞在発生メカニ

ズムの分析 , 都市計画論文集 , Vol 49-3, pp. 
375-380, 2014. 

27) 井村祥太朗, 佐藤貴大, 円山 琢也: スマホアプ

リ型回遊調査のデータ特性と SVMによる移動滞

在判別の基礎分析, 第 50 回土木計画学研究発表

会, 2014. 
28) 総務省情報通信政策研究所「平成 25 年 情報通

信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」

平成 26 年 4 月 
29) 佐藤貴大， 円山琢也：スマホ・アプリを用いた

モビリティ・マネジメント手法の開発とその将来

性の検討，土木学会全国大会 第 69 回年次学術講

演会, IV-089, pp. 177-178, 2014.9 
30) 神馬豪，石田宏実，木下裕司：顧客を生み出す

ビジネス新戦略ゲーミフィケーション，2012． 
31) 平川貴志,松田真宜,山本郁淳,有村幹治,仲田田: 

クラウド型プローブパーソンシステムの交通課

 



47 

 
題への適用とその応用可能性 , 土木計画学研

究・講演集, Vol. 47, 2013. 
32) 中野 達也,山本 彰,小林 寛,橋本 雄太,高宮 進:

スマートフォンを活用した自転車通行実態調査

に関する研究, 土木計画学研究・講演集, Vol.47, 
2013. 

33) 松島敏和, 橋本浩良, 高宮進: スマートフォン

によるプローブパーソン調査の高度化に向けた

移動手段判別手法の開発, 土木計画学研究・講演

集, Vol. 50, 2014. 
34) Cottrill, C., Pereira, F. C., Zhao, F., Dias, I., Lim, H. 

B., Ben-Akiva, M. and Zegras, C. Future Mobility 
Survey: Experience in Developing a 
Smartphone-Based Travel Survey in Singapore. 
Transportation Research Record: Journal of the 
Transportation Research Board, Vol.2354, pp.59-67, 
2013. 

35 ) Transportation Research Board’s Travel Survey 
Methods Committee. The On-line Travel Survey 
Manual: A Dynamic Document for Transportation 
Professionals, Chapter 26 Using Smartphones for 
Travel Behavior Studies, 
http://www.travelsurveymanual.org/ 

36) Nitsche,P.,  Widhalm,P.,  Breuss,S.,  Brändle,N. 
and Maurer, P.: Supporting Large-scale Travel 
Surveys with Smartphones – A Practical Approach, 
Transportation Research Part C: Emerging 
Technologies, Vol. 43(2), pp. 212-221,2014. 

37) 以下，10th International Conference on Transport 
Survey Methods 2014 における関連発表リスト 

https://www.regodirect.com.au/isctsc10 
 

Fang Zhao, Ajinkya Ghorpade, Francisco Pereira, 
Christopher Zegras and Moshe Ben-Akiva: Stop 
detection in smartphone based travel surveys, #51.  

Lara Montini, Andreas Horni, Nadine 
Rieser-Schüssler and Kay W. Axhausen: 
Comparison of Automated Travel Diaries 
Generated from Smartphone Data and Dedicated 
GPS Devices, #88.  

Richard Ellison, Adrian Ellison, Stephen Greaves and 
Chris Standen: Harnessing smartphone sensors for 
tracking location to support travel data collection. 
#16. 

Kalan Nawarathne, Fang Zhao and Francisco Pereira: 
The impact of GPS based outdoor activity detection 
on smartphone battery life. #87. 

Rudi Ball, Kalan Nawarathne, Rui Baltazar, 
Francisco Câmara Pereira, Chris Zegras and Moshe 
Ben-Akiva: Battery Patterns and Forecasting in a 
Large-scale Smartphone-based Travel Survey, #97.  

Thi-Huong-Thao Pham, Philippe Marchal, Jean-Loup 
Madre and Jimmy Armoogum: How to improve 
GPS post-processing with additional information?, 
#147. 

Stephen Greaves, Richard Ellison, Adrian Ellison, 
Dean Rance, Chris Standen, Chris Rissel and 
Melanie Crane: A Web-Based Diary and 
Companion Smartphone app for Travel/Activity 

 

 
Surveys. #21. 

Catherine Morency and Pierre-Leo Bourbonnais: 
Patterning Web Respondent Behaviours from 10 
Web-based Origin-Destination Surveys. #121 . 

João de Abreu E Silva, Francisco Pereira, Fang Zhao, 
Christopher Zegras and Moshe Ben-Akiva: The 
implementation of information-based mobility 
management measures in a smartphone travel 
survey. Conceptual and methodological issues 
related with its design. #103. 

Hamid R Safi, Mahmoud Mesbah and Luis Ferreira: 
Comprehensive Framework for a 
Smartphone-based Prompted-recall Travel Survey. 
#4. 

Carlos Carrion, Rudi Ball, Francisco C. Pereira, Maya 
Abou Zeid, Moshe Ben-Akiva and Chris Zegras: 
An econometric analysis of the differences between 
a smartphone-based survey and a traditional travel 
survey. #85. 

Martin Berger, Mario Platzer and Rudolf 
Schamberger: Field evaluation of a 
smartphone-based travel behavior data collection 
app “SmartMo”. #95. 

Tom Thomas, Karst Geurs, Marcel Bijlsma and 
Maarten Streefkerk: Evaluation of travel behaviour 
data collected by smartphones: first results of the 
Dutch Mobile Mobility Panel project. #86. 

Ajinkya Ghorpade, Shuang Shuang, Fang Zhao, 
Francisco C Pereira, P. Christopher Zegras and 
Moshe Ben-Akiva: Quality of web based prompted 
recall responses in smartphone based travel survey. 
#96. 

Stephen Greaves, Mark Davis and Stephen Roddis: 
Improving recall of travel using smartphone 
capabilities #20.  

João de Abreu E Silva, Francisco Pereira, Fang Zhao, 
Christopher Zegras and Moshe Ben-Akiva: The 
implementation of information-based mobility 
management measures in a smartphone travel 
survey. Conceptual and methodological issues 
related with its design. #103. 

38) 冨士 祥輝, 円山 琢也: トリップ・チェイン型利

用者均衡配分の簡易な長期予測手法の提案と検

証, 第 35 回交通工学研究発表会, 2015.8.  



<<

  /ASCII85EncodePages false

  /AllowTransparency false

  /AutoPositionEPSFiles true

  /AutoRotatePages /None

  /Binding /Left

  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)

  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)

  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)

  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)

  /CannotEmbedFontPolicy /Error

  /CompatibilityLevel 1.4

  /CompressObjects /Tags

  /CompressPages true

  /ConvertImagesToIndexed true

  /PassThroughJPEGImages true

  /CreateJobTicket false

  /DefaultRenderingIntent /Default

  /DetectBlends true

  /DetectCurves 0.0000

  /ColorConversionStrategy /CMYK

  /DoThumbnails false

  /EmbedAllFonts true

  /EmbedOpenType false

  /ParseICCProfilesInComments true

  /EmbedJobOptions true

  /DSCReportingLevel 0

  /EmitDSCWarnings false

  /EndPage -1

  /ImageMemory 1048576

  /LockDistillerParams false

  /MaxSubsetPct 100

  /Optimize true

  /OPM 1

  /ParseDSCComments true

  /ParseDSCCommentsForDocInfo true

  /PreserveCopyPage true

  /PreserveDICMYKValues true

  /PreserveEPSInfo true

  /PreserveFlatness true

  /PreserveHalftoneInfo false

  /PreserveOPIComments true

  /PreserveOverprintSettings true

  /StartPage 1

  /SubsetFonts true

  /TransferFunctionInfo /Apply

  /UCRandBGInfo /Preserve

  /UsePrologue false

  /ColorSettingsFile ()

  /AlwaysEmbed [ true

  ]

  /NeverEmbed [ true

  ]

  /AntiAliasColorImages false

  /CropColorImages true

  /ColorImageMinResolution 300

  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK

  /DownsampleColorImages true

  /ColorImageDownsampleType /Bicubic

  /ColorImageResolution 300

  /ColorImageDepth -1

  /ColorImageMinDownsampleDepth 1

  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000

  /EncodeColorImages true

  /ColorImageFilter /DCTEncode

  /AutoFilterColorImages true

  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG

  /ColorACSImageDict <<

    /QFactor 0.15

    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]

  >>

  /ColorImageDict <<

    /QFactor 0.15

    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]

  >>

  /JPEG2000ColorACSImageDict <<

    /TileWidth 256

    /TileHeight 256

    /Quality 30

  >>

  /JPEG2000ColorImageDict <<

    /TileWidth 256

    /TileHeight 256

    /Quality 30

  >>

  /AntiAliasGrayImages false

  /CropGrayImages true

  /GrayImageMinResolution 300

  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK

  /DownsampleGrayImages true

  /GrayImageDownsampleType /Bicubic

  /GrayImageResolution 300

  /GrayImageDepth -1

  /GrayImageMinDownsampleDepth 2

  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000

  /EncodeGrayImages true

  /GrayImageFilter /DCTEncode

  /AutoFilterGrayImages true

  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG

  /GrayACSImageDict <<

    /QFactor 0.15

    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]

  >>

  /GrayImageDict <<

    /QFactor 0.15

    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]

  >>

  /JPEG2000GrayACSImageDict <<

    /TileWidth 256

    /TileHeight 256

    /Quality 30

  >>

  /JPEG2000GrayImageDict <<

    /TileWidth 256

    /TileHeight 256

    /Quality 30

  >>

  /AntiAliasMonoImages false

  /CropMonoImages true

  /MonoImageMinResolution 1200

  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK

  /DownsampleMonoImages true

  /MonoImageDownsampleType /Bicubic

  /MonoImageResolution 1200

  /MonoImageDepth -1

  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000

  /EncodeMonoImages true

  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode

  /MonoImageDict <<

    /K -1

  >>

  /AllowPSXObjects false

  /CheckCompliance [

    /None

  ]

  /PDFX1aCheck false

  /PDFX3Check false

  /PDFXCompliantPDFOnly false

  /PDFXNoTrimBoxError true

  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [

    0.00000

    0.00000

    0.00000

    0.00000

  ]

  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true

  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [

    0.00000

    0.00000

    0.00000

    0.00000

  ]

  /PDFXOutputIntentProfile ()

  /PDFXOutputConditionIdentifier ()

  /PDFXOutputCondition ()

  /PDFXRegistryName ()

  /PDFXTrapped /False



  /CreateJDFFile false

  /Description <<



    /BGR <>

    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>

    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>

    /CZE <>

    /DAN <>

    /DEU <>

    /ESP <>

    /ETI <>

    /FRA <>

    /GRE <>



    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)

    /HUN <>

    /ITA <>

    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>

    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>

    /LTH <>

    /LVI <>

    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)

    /NOR <>

    /POL <>

    /PTB <>

    /RUM <>

    /RUS <>

    /SKY <>

    /SLV <>

    /SUO <>

    /SVE <>

    /TUR <>

    /UKR <>

    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)

  >>

  /Namespace [

    (Adobe)

    (Common)

    (1.0)

  ]

  /OtherNamespaces [

    <<

      /AsReaderSpreads false

      /CropImagesToFrames true

      /ErrorControl /WarnAndContinue

      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false

      /IncludeGuidesGrids false

      /IncludeNonPrinting false

      /IncludeSlug false

      /Namespace [

        (Adobe)

        (InDesign)

        (4.0)

      ]

      /OmitPlacedBitmaps false

      /OmitPlacedEPS false

      /OmitPlacedPDF false

      /SimulateOverprint /Legacy

    >>

    <<

      /AddBleedMarks false

      /AddColorBars false

      /AddCropMarks false

      /AddPageInfo false

      /AddRegMarks false

      /ConvertColors /ConvertToCMYK

      /DestinationProfileName ()

      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK

      /Downsample16BitImages true

      /FlattenerPreset <<

        /PresetSelector /MediumResolution

      >>

      /FormElements false

      /GenerateStructure false

      /IncludeBookmarks false

      /IncludeHyperlinks false

      /IncludeInteractive false

      /IncludeLayers false

      /IncludeProfiles false

      /MultimediaHandling /UseObjectSettings

      /Namespace [

        (Adobe)

        (CreativeSuite)

        (2.0)

      ]

      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK

      /PreserveEditing true

      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged

      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile

      /UseDocumentBleed false

    >>

  ]

>> setdistillerparams

<<

  /HWResolution [2400 2400]

  /PageSize [612.000 792.000]

>> setpagedevice



